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調 査 の 説 明  

 

１ 調査の目的 

本調査は、県内中小企業等の労働条件のうち、労働時間制度、休暇制度、育児・介護休業制度等の

実態を把握し、労働行政の基礎資料とするために実施したものである。 

 

２ 調査の方法 

（１）調査地域：青森県全域 

 

（２）調査対象事業所 

調査対象事業所は、無作為に抽出した中小企業等１，０００事業所とした。 

    このうち、回答があったのは５１４事業所（回収率５１．４％）で、産業別・企業規模別の内訳

は下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）調査時点：令和３年１２月３１日現在 

 

（４）調査機関：青森県商工労働部 労政・能力開発課 

 

（５）調査方法：調査票を対象事業所に送付し、回収した。（郵送による自計式） 

 

３ 利用上の注意 

集計は、各調査項目について有効な回答を集計したため、調査項目によって回答数に違いが生じて

いる。また、構成比については端数処理の関係で合計値が 100にならない場合がある。 

  なお、集計データ数の少ない分類等もあることから、本書のデータについては、本県中小企業等の

平均値ではなく、傾向を把握するための参考値として利用いただきたい。 

 

規模

産業

合計 514 66 164 187 77 20

建設業 80 7 26 39 7 1

製造業 151 13 47 61 25 5

電気・ガス・熱供給・水道業 12 2 4 6 0 0

情報通信業 15 1 4 7 2 1

運輸業 36 3 12 10 9 2

卸売業・小売業 78 16 38 14 9 1

金融業・保険業 4 0 1 1 2 0

宿泊業・飲食サービス業 12 0 3 8 1 0

医療・福祉 21 0 3 8 8 2

教育・学習支援業 15 2 5 4 3 1

サービス業 70 15 17 23 9 6

その他 20 7 4 6 2 1

300人
以上

全規模 9人以下 10～29人
30人

　～99人
100人

～299人
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調 査 結 果 概 要 

 

Ⅰ 事業所の現状 

１ 外国人の受入状況 

    外国人の受入れについては、「受入れ予定なし」と回答した事業所が最も多く６２．２％、次い

で「将来的には受入れを検討する」が２５．９％となっている。 

 

第１表  外国人の受入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 505 (100) 7 (1.4) 131 (25.9) 314 (62.2) 49 (9.7) 4 (0.8)

９人以下 63 (100) 1 (1.6) 13 (20.6) 48 (76.2) 0 (0.0) 1 (1.6)

１０～２９人 162 (100) 4 (2.5) 43 (26.5) 104 (64.2) 9 (5.6) 2 (1.2)

３０～９９人 183 (100) 2 (1.1) 51 (27.9) 111 (60.7) 18 (9.8) 1 (0.5)

１００～２９９人 77 (100) 0 (0.0) 19 (24.7) 45 (58.4) 13 (16.9) 0 (0.0)

３００人以上 20 (100) 0 (0.0) 5 (25.0) 6 (30.0) 9 (45.0) 0 (0.0)

建設業 79 (100) 1 (1.3) 18 (22.8) 57 (72.2) 3 (3.8) 0 (0.0)

製造業 148 (100) 2 (1.4) 38 (25.7) 85 (57.4) 21 (14.2) 2 (1.4)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 0 (0.0) 4 (33.3) 7 (58.3) 1 (8.3) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 0 (0.0) 3 (20.0) 10 (66.7) 2 (13.3) 0 (0.0)

運輸業 35 (100) 0 (0.0) 7 (20.0) 27 (77.1) 1 (2.9) 0 (0.0)

卸売業・小売業 76 (100) 0 (0.0) 20 (26.3) 49 (64.5) 7 (9.2) 0 (0.0)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 11 (100) 0 (0.0) 7 (63.6) 2 (18.2) 2 (18.2) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 1 (4.8) 10 (47.6) 8 (38.1) 2 (9.5) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 0 (0.0) 4 (26.7) 8 (53.3) 2 (13.3) 1 (6.7)

サービス業 69 (100) 3 (4.3) 17 (24.6) 42 (60.9) 6 (8.7) 1 (1.4)

その他 20 (100) 0 (0.0) 3 (15.0) 15 (75.0) 2 (10.0) 0 (0.0)

その他回答事業所数
積極的に受け入

れたい
将来的には受入

れを検討
受入れ予定なし

既に受け入れて
いる

※未回答　９事業所
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２ 労働組合の組織状況 

   労働組合のある事業所は８５事業所で、回答のあった事業所中１６．７％となっている。事業所

規模別の組織率をみると、「３００人以上」が５０．０％と最も高く、次いで「１００人～２９９

人」が３５．１％となっている。 

 

第２表  労働組合の有無 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

508 (100) 85 (16.7) 423 (83.3)

64 (100) 5 (7.8) 59 (92.2)

163 (100) 12 (7.4) 151 (92.6)

184 (100) 31 (16.8) 153 (83.2)

77 (100) 27 (35.1) 50 (64.9)

20 (100) 10 (50.0) 10 (50.0)

78 (100) 3 (3.8) 75 (96.2)

151 (100) 27 (17.9) 124 (82.1)

11 (100) 3 (27.3) 8 (72.7)

15 (100) 5 (33.3) 10 (66.7)

35 (100) 19 (54.3) 16 (45.7)

77 (100) 6 (7.8) 71 (92.2)

4 (100) 2 (50.0) 2 (50.0)

11 (100) 0 (0.0) 11 (100.0)

21 (100) 1 (4.8) 20 (95.2)

15 (100) 4 (26.7) 11 (73.3)

70 (100) 13 (18.6) 57 (81.4)

20 (100) 2 (10.0) 18 (90.0)

※未回答　6事業所

宿泊業・飲食サービス業

医療・福祉

教育・学習支援業

その他

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

情報通信業

卸売業・小売業

金融業・保険業

サービス業

建設業

ある ない回答事業所計区　　分

計

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上
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Ⅱ 勤務制度・労働時間制度 

１ 多様な働き方 

   多様な働き方を設定している事業所数は８６事業所となっている。 

   制度別にみると、「短時間正社員制度」を設定している事業所が５５．８％、次いで「在宅勤務

制度」が３７．２％となっている。 
 

第３表  設定している勤務制度(複数回答)  

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ テレワークの導入状況 

   テレワークの導入状況は、「導入しない」と回答した事業所が最も多く５９．２％、次いで「導

入するか未定」が２４．６％となっている。 

第４表  テレワークの導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 512 (100) 56 (10.9) 27 (5.3) 303 (59.2) 126 (24.6) 0 (0.0)

９人以下 65 (100) 6 (9.2) 1 (1.5) 44 (67.7) 14 (21.5) 0 (0.0)

１０～２９人 164 (100) 17 (10.4) 9 (5.5) 104 (63.4) 34 (20.7) 0 (0.0)

３０～９９人 186 (100) 19 (10.2) 8 (4.3) 106 (57.0) 53 (28.5) 0 (0.0)

１００～２９９人 77 (100) 11 (14.3) 6 (7.8) 41 (53.2) 19 (24.7) 0 (0.0)

３００人以上 20 (100) 3 (15.0) 3 (15.0) 8 (40.0) 6 (30.0) 0 (0.0)

建設業 80 (100) 7 (8.8) 4 (5.0) 47 (58.8) 22 (27.5) 0 (0.0)

製造業 151 (100) 17 (11.3) 10 (6.6) 94 (62.3) 30 (19.9) 0 (0.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 0 (0.0) 1 (8.3) 6 (50.0) 5 (41.7) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 10 (66.7) 2 (13.3) 2 (13.3) 1 (6.7) 0 (0.0)

運輸業 36 (100) 2 (5.6) 0 (0.0) 26 (72.2) 8 (22.2) 0 (0.0)

卸売業・小売業 77 (100) 10 (13.0) 4 (5.2) 41 (53.2) 22 (28.6) 0 (0.0)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 3 (75.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 11 (100) 1 (9.1) 0 (0.0) 7 (63.6) 3 (27.3) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 1 (4.8) 1 (4.8) 17 (81.0) 2 (9.5) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 2 (13.3) 1 (6.7) 10 (66.7) 2 (13.3) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 5 (7.1) 3 (4.3) 42 (60.0) 20 (28.6) 0 (0.0)

その他 20 (100) 1 (5.0) 1 (5.0) 10 (50.0) 8 (40.0) 0 (0.0)

※未回答　2事業所

テレワークを

知らなかった
導入するか未定回答事業所計 既に導入 導入を検討中 導入しない

（事業所、％）

計 509 86 (100) 48 (55.8) 16 (18.6) 32 (37.2) 7 (8.1) 423

９人以下 64 5 (100) 2 (40.0) 2 (40.0) 3 (60.0) 0 (0.0) 59

１０～２９人 163 25 (100) 12 (48.0) 6 (24.0) 9 (36.0) 2 (8.0) 138

３０～９９人 185 32 (100) 21 (65.6) 4 (12.5) 10 (31.3) 3 (9.4) 153

１００～２９９人 77 20 (100) 12 (60.0) 4 (20.0) 8 (40.0) 1 (5.0) 57

３００人以上 20 4 (100) 1 (25.0) 0 (0.0) 2 (50.0) 1 (25.0) 16

建設業 79 5 (100) 5 (100.0) 0 (0.0) 2 (40.0) 0 (0.0) 74

製造業 149 31 (100) 14 (45.2) 7 (22.6) 8 (25.8) 5 (16.1) 118

電気・ガス・熱供給・水道業 11 1 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 10

情報通信業 17 9 (100) 2 (22.2) 0 (0.0) 9 (100.0) 0 (0.0) 8

運輸業 35 2 (100) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 33

卸売業・小売業 77 15 (100) 12 (80.0) 4 (26.7) 5 (33.3) 0 (0.0) 62

金融業・保険業 4 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 4

宿泊業・飲食サービス業 11 2 (100) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 9

医療・福祉 21 7 (100) 6 (85.7) 1 (14.3) 1 (14.3) 1 (14.3) 14

教育・学習支援業 15 5 (100) 3 (60.0) 0 (0.0) 3 (60.0) 0 (0.0) 10

サービス業 70 6 (100) 3 (50.0) 1 (16.7) 2 (33.3) 1 (16.7) 64

その他 20 3 (100) 1 (33.3) 1 (33.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 17

※未回答　5事業所
※「その他」記述一部抜粋  →「職務限定正社員制度」「地域・勤務日限定正社員制度」など

特に設
けてい
ない

区　　分
実施事業所

計

実施事業所における制度別設定状況

短時間正社員
制度

地域限定正社員
制度

在宅勤務制度 その他

回答事
業所数
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３ 非正規労働者の正規化 

非正規労働者を正規労働者に転換する制度のある事業所は、２７８事業所で５４.５％となってい

る。 

 

第５表 非正規労働者を正規労働者にする制度の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第６表 正規労働者への今後の登用方針 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 510 (100) 278 (54.5) 232 (45.5)

９人以下 64 (100) 21 (32.8) 43 (67.2)

１０～２９人 162 (100) 81 (50.0) 81 (50.0)

３０～９９人 187 (100) 101 (54.0) 86 (46.0)

１００～２９９人 77 (100) 58 (75.3) 19 (24.7)

３００人以上 20 (100) 17 (85.0) 3 (15.0)

建設業 79 (100) 31 (39.2) 48 (60.8)

製造業 151 (100) 82 (54.3) 69 (45.7)

電気・ガス・熱供給・水道業 11 (100) 2 (18.2) 9 (81.8)

情報通信業 15 (100) 4 (26.7) 11 (73.3)

運輸業 36 (100) 22 (61.1) 14 (38.9)

卸売業・小売業 77 (100) 49 (63.6) 28 (36.4)

金融業・保険業 4 (100) 3 (75.0) 1 (25.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 8 (66.7) 4 (33.3)

医療・福祉 21 (100) 18 (85.7) 3 (14.3)

教育・学習支援業 15 (100) 10 (66.7) 5 (33.3)

サービス業 70 (100) 39 (55.7) 31 (44.3)

その他 19 (100) 10 (52.6) 9 (47.4)

※未回答　４事業所

回答事業所計 ある ない

（事業所、％）

区　　分

計 506 (100) 64 (12.6) 176 (34.8) 37 (7.3) 116 (22.9) 113 (22.3)

９人以下 63 (100) 2 (3.2) 13 (20.6) 6 (9.5) 15 (23.8) 27 (42.9)

１０～２９人 163 (100) 9 (5.5) 56 (34.4) 14 (8.6) 41 (25.2) 43 (26.4)

３０～９９人 183 (100) 22 (12.0) 61 (33.3) 15 (8.2) 48 (26.2) 37 (20.2)

１００～２９９人 77 (100) 18 (23.4) 42 (54.5) 1 (1.3) 10 (13.0) 6 (7.8)

３００人以上 20 (100) 13 (65.0) 4 (20.0) 1 (5.0) 2 (10.0) 0 (0.0)

建設業 78 (100) 4 (5.1) 19 (24.4) 4 (5.1) 20 (25.6) 31 (39.7)

製造業 148 (100) 24 (16.2) 51 (34.5) 9 (6.1) 32 (21.6) 32 (21.6)

電気・ガス・熱供給・水道業 11 (100) 1 (9.1) 3 (27.3) 3 (27.3) 4 (36.4) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 1 (6.7) 3 (20.0) 3 (20.0) 4 (26.7) 4 (26.7)

運輸業 35 (100) 4 (11.4) 12 (34.3) 2 (5.7) 3 (8.6) 14 (40.0)

卸売業・小売業 77 (100) 9 (11.7) 36 (46.8) 7 (9.1) 14 (18.2) 11 (14.3)

金融業・保険業 4 (100) 1 (25.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 2 (50.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 4 (33.3) 3 (25.0) 0 (0.0) 5 (41.7) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 5 (23.8) 13 (61.9) 1 (4.8) 2 (9.5) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 1 (6.7) 9 (60.0) 0 (0.0) 5 (33.3) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 10 (14.3) 20 (28.6) 4 (5.7) 20 (28.6) 16 (22.9)

その他 20 (100) 0 (0.0) 7 (35.0) 3 (15.0) 5 (25.0) 5 (25.0)

※未回答　８事業所

非正規を雇用していない

　※正規労働者に転換する制度の有無にかかわらず回答

回答事業所計 定期的に登用 随時登用 登用する予定なし 未定
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４ 同一労働同一賃金への対応状況 

同一労働同一賃金に対応するため、手当等の見直しを行った（行う予定含む）事業所は２１７事

業所で、回答のあった事業所中５４．１％となっている。 

見直しを行った（行う予定含む）手当等は、多い順に「通勤手当」４６．１％、「賞与」３９．

６％、「時間外労働手当」３０．４％となっている。 

 

第７表 同一労働同一賃金に対応するために見直しを行った(行う予定の)手当等（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

計 217 (100) 86 (39.6) 25 (11.5) 22 (10.1) 10 (4.6) 66 (30.4) 34 (15.7)

９人以下 19 (100) 9 (47.4) 5 (26.3) 1 (5.3) 0 (0.0) 9 (47.4) 4 (21.1)

１０～２９人 60 (100) 26 (43.3) 7 (11.7) 8 (13.3) 3 (5.0) 25 (41.7) 8 (13.3)

３０～９９人 74 (100) 26 (35.1) 8 (10.8) 4 (5.4) 4 (5.4) 25 (33.8) 14 (18.9)

１００～２９９人 48 (100) 19 (39.6) 5 (10.4) 8 (16.7) 2 (4.2) 6 (12.5) 7 (14.6)

３００人以上 16 (100) 6 (37.5) 0 (0.0) 1 (6.3) 1 (6.3) 1 (6.3) 1 (6.3)

建設業 19 (100) 10 (52.6) 0 (0.0) 2 (10.5) 2 (10.5) 4 (21.1) 3 (15.8)

製造業 60 (100) 19 (31.7) 4 (6.7) 5 (8.3) 4 (6.7) 14 (23.3) 8 (13.3)

電気・ガス・熱供給・水道業 5 (100) 1 (20.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (20.0) 0 (0.0)

情報通信業 8 (100) 5 (62.5) 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (25.0) 2 (25.0)

運輸業 14 (100) 4 (28.6) 1 (7.1) 2 (14.3) 1 (7.1) 6 (42.9) 3 (21.4)

卸売業・小売業 45 (100) 19 (42.2) 7 (15.6) 4 (8.9) 3 (6.7) 13 (28.9) 6 (13.3)

金融業・保険業 2 (100) 1 (50.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 11 (100) 1 (9.1) 1 (9.1) 2 (18.2) 0 (0.0) 7 (63.6) 6 (54.5)

医療・福祉 16 (100) 9 (56.3) 2 (12.5) 3 (18.8) 0 (0.0) 4 (25.0) 2 (12.5)

教育・学習支援業 7 (100) 2 (28.6) 0 (0.0) 1 (14.3) 0 (0.0) 4 (57.1) 0 (0.0)

サービス業 21 (100) 10 (47.6) 5 (23.8) 2 (9.5) 0 (0.0) 8 (38.1) 3 (14.3)

その他 9 (100) 5 (55.6) 2 (22.2) 1 (11.1) 0 (0.0) 3 (33.3) 1 (11.1)

100 (46.1) 15 (6.9) 4 (1.8) 19 (8.8) 51 (23.5) 25 (11.5) 20 (9.2)

8 (42.1) 3 (15.8) 0 (0.0) 2 (10.5) 5 (26.3) 3 (15.8) 1 (5.3)

29 (48.3) 6 (10.0) 1 (1.7) 4 (6.7) 11 (18.3) 7 (11.7) 1 (1.7)

40 (54.1) 4 (5.4) 3 (4.1) 7 (9.5) 22 (29.7) 10 (13.5) 8 (10.8)

16 (33.3) 2 (4.2) 0 (0.0) 3 (6.3) 7 (14.6) 5 (10.4) 9 (18.8)

7 (43.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (18.8) 6 (37.5) 0 (0.0) 1 (6.3)

10 (52.6) 2 (10.5) 0 (0.0) 2 (10.5) 6 (31.6) 1 (5.3) 2 (10.5)

23 (38.3) 0 (0.0) 2 (3.3) 6 (10.0) 19 (31.7) 8 (13.3) 4 (6.7)

4 (80.0) 0 (0.0) 1 (20.0) 0 (0.0) 2 (40.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

3 (37.5) 2 (25.0) 0 (0.0) 1 (12.5) 3 (37.5) 4 (50.0) 0 (0.0)

7 (50.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (14.3) 1 (7.1) 1 (7.1)

21 (46.7) 6 (13.3) 1 (2.2) 5 (11.1) 8 (17.8) 5 (11.1) 6 (13.3)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0)

3 (27.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (18.2) 1 (9.1) 0 (0.0)

5 (31.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (12.5) 2 (12.5) 1 (6.3) 4 (25.0)

4 (57.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (28.6) 0 (0.0) 0 (0.0)

14 (66.7) 3 (14.3) 0 (0.0) 2 (9.5) 2 (9.5) 3 (14.3) 2 (9.5)

6 (66.7) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (33.3) 1 (11.1) 0 (0.0)

※非正規を雇用していない事業所　113事業所

6

31

7

12

18

2

1

5

4

35

57

6

4

57

184

21

77

25

401

40

117

151

73

20

54

117

11

12

26

63

4

12

その他

21

13

52

16

通勤手当
単身赴任手

当
住宅手当 家族手当 退職手当

見直しなし

精皆勤手当
時間外労働

手当
深夜(休日)
労働手当

区　　分
回答事業所

計

実施事業所

数

実施事業所における手当別見直し実施状況

賞与 役職手当
特殊作業(勤

務)手当

上段から続く→ 
出張旅費

実施事業所における手当別見直し実施状況
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５ 労働時間の把握 

   各事業所における労働者の労働時間の把握方法は、「タイムカード」を採用している事業所が最

も多く５６．８％、次いで「出勤簿への押印」が３１．１％、「自己申告」が１５．１％となって

いる。 

  

 第８表 労働時間の把握方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

区　　分

計 511 (100) 290 (56.8) 66 (12.9) 13 (2.5) 71 (13.9) 159 (31.1) 77 (15.1) 38 (7.4)

９人以下 65 (100) 31 (47.7) 3 (4.6) 1 (1.5) 8 (12.3) 26 (40.0) 11 (16.9) 6 (9.2)

１０～２９人 164 (100) 107 (65.2) 8 (4.9) 4 (2.4) 20 (12.2) 46 (28.0) 24 (14.6) 8 (4.9)

３０～９９人 185 (100) 110 (59.5) 23 (12.4) 4 (2.2) 30 (16.2) 61 (33.0) 27 (14.6) 14 (7.6)

１００～２９９人 77 (100) 34 (44.2) 23 (29.9) 3 (3.9) 13 (16.9) 20 (26.0) 14 (18.2) 7 (9.1)

３００人以上 20 (100) 8 (40.0) 9 (45.0) 1 (5.0) 0 (0.0) 6 (30.0) 1 (5.0) 3 (15.0)

建設業 80 (100) 39 (48.8) 2 (2.5) 2 (2.5) 25 (31.3) 33 (41.3) 27 (33.8) 5 (6.3)

製造業 151 (100) 108 (71.5) 28 (18.5) 3 (2.0) 13 (8.6) 18 (11.9) 10 (6.6) 7 (4.6)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 5 (41.7) 4 (33.3) 1 (8.3) 0 (0.0) 3 (25.0) 1 (8.3) 1 (8.3)

情報通信業 15 (100) 9 (60.0) 5 (33.3) 0 (0.0) 1 (6.7) 1 (6.7) 3 (20.0) 3 (20.0)

運輸業 35 (100) 16 (45.7) 0 (0.0) 1 (2.9) 10 (28.6) 19 (54.3) 5 (14.3) 5 (14.3)

卸売業・小売業 77 (100) 42 (54.5) 12 (15.6) 1 (1.3) 5 (6.5) 24 (31.2) 8 (10.4) 6 (7.8)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (50.0) 2 (50.0) 2 (50.0) 1 (25.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 7 (58.3) 2 (16.7) 0 (0.0) 1 (8.3) 4 (33.3) 1 (8.3) 1 (8.3)

医療・福祉 21 (100) 10 (47.6) 2 (9.5) 0 (0.0) 2 (9.5) 9 (42.9) 1 (4.8) 1 (4.8)

教育・学習支援業 14 (100) 5 (35.7) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (7.1) 10 (71.4) 3 (21.4) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 38 (54.3) 8 (11.4) 2 (2.9) 10 (14.3) 27 (38.6) 12 (17.1) 8 (11.4)

その他 20 (100) 11 (55.0) 2 (10.0) 1 (5.0) 1 (5.0) 9 (45.0) 5 (25.0) 1 (5.0)

※「その他」記述一部抜粋 → 「運転日誌、業務日報」「勤怠システム、勤怠管理アプリ」など

※未回答　３事業所

回答事業所数 タイムカード ＩＤカード
ＰＣの使用時

間
使用者・監督

者の目視
出勤簿への

押印
自己申告 その他
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６ 変形労働時間制の形態別採用状況 

 実施形態別にみると、採用されている割合が最も高いのは「１年単位」で６７．３％、次いで 

「１ヶ月単位」の３２．９％となっている。 

 

第９表  変形労働時間制の実施形態（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

計 510 416 (100) 30 (7.2) 18 (4.3) 137 (32.9) 280 (67.3) 27 (6.5) 3 (0.7) 1 (0.2) 94

９人以下 63 40 (100) 2 (5.0) 1 (2.5) 10 (25.0) 28 (70.0) 3 (7.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 23

１０～２９人 164 131 (100) 9 (6.9) 14 (10.7) 31 (23.7) 92 (70.2) 8 (6.1) 0 (0.0) 1 (0.8) 33

３０～９９人 186 158 (100) 7 (4.4) 3 (1.9) 55 (34.8) 111 (70.3) 13 (8.2) 2 (1.3) 0 (0.0) 28

１００～２９９人 77 68 (100) 8 (11.8) 0 (0.0) 28 (41.2) 40 (58.8) 2 (2.9) 1 (1.5) 0 (0.0) 9

３００人以上 20 19 (100) 4 (21.1) 0 (0.0) 13 (68.4) 9 (47.4) 1 (5.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1

建設業 78 73 (100) 0 (0.0) 1 (1.4) 14 (19.2) 63 (86.3) 2 (2.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 5

製造業 151 124 (100) 14 (11.3) 5 (4.0) 24 (19.4) 94 (75.8) 9 (7.3) 1 (0.8) 0 (0.0) 27

電気・ガス・熱供給・水道業 12 8 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (12.5) 5 (62.5) 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 4

情報通信業 15 8 (100) 2 (25.0) 0 (0.0) 3 (37.5) 4 (50.0) 2 (25.0) 1 (12.5) 0 (0.0) 7

運輸業 36 31 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 15 (48.4) 23 (74.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 5

卸売業・小売業 76 65 (100) 4 (6.2) 4 (6.2) 26 (40.0) 39 (60.0) 8 (12.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 11

金融業・保険業 4 2 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2

宿泊業・飲食サービス業 12 11 (100) 1 (9.1) 2 (18.2) 6 (54.5) 2 (18.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1

医療・福祉 21 18 (100) 1 (5.6) 1 (5.6) 17 (94.4) 1 (5.6) 1 (5.6) 0 (0.0) 1 (5.6) 3

教育・学習支援業 15 14 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (21.4) 12 (85.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1

サービス業 70 51 (100) 6 (11.8) 4 (7.8) 22 (43.1) 29 (56.9) 4 (7.8) 1 (2.0) 0 (0.0) 19

その他 20 11 (100) 2 (18.2) 1 (9.1) 4 (36.4) 8 (72.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 9

※未回答　4事業所

採用し
ていな

い1週間単位 1ヶ月単位
企画業務型

裁量

区　　分
実施事業所

数

実施事業所における変形労働時間制の形態別採用状況

フレックスタ
イム

事業場外
みなし

専門業務型
裁量

1年単位

回答事
業所計
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７ 副業・兼業 

   各事業所の副業・兼業への対応状況をみると、「現在認めておらず、将来的にも認める予定は  

ない」と回答した事業所が最も多く３５．４％、次いで「やむを得ず認めている（容認）」が     

３２．４％となっている。 

 

 第１０表 副業・兼業への対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

副業・兼業に関する就業規則については、「規定がない」が最も多く４５．４％、次いで「就業規

則で禁止している」が３１．２％であった。  

 

 第１１表 副業・兼業に関する就業規則の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 509 (100) 16 (3.1) 165 (32.4) 137 (26.9) 180 (35.4) 11 (2.2)

９人以下 62 (100) 3 (4.8) 19 (30.6) 11 (17.7) 24 (38.7) 5 (8.1)

１０～２９人 164 (100) 4 (2.4) 55 (33.5) 45 (27.4) 56 (34.1) 4 (2.4)

３０～９９人 186 (100) 6 (3.2) 56 (30.1) 57 (30.6) 65 (34.9) 2 (1.1)

１００～２９９人 77 (100) 3 (3.9) 28 (36.4) 19 (24.7) 27 (35.1) 0 (0.0)

３００人以上 20 (100) 0 (0.0) 7 (35.0) 5 (25.0) 8 (40.0) 0 (0.0)

建設業 79 (100) 3 (3.8) 24 (30.4) 20 (25.3) 29 (36.7) 3 (3.8)

製造業 151 (100) 4 (2.6) 50 (33.1) 41 (27.2) 54 (35.8) 2 (1.3)

電気・ガス・熱供給・水道業 11 (100) 0 (0.0) 1 (9.1) 2 (18.2) 8 (72.7) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 0 (0.0) 2 (13.3) 8 (53.3) 4 (26.7) 1 (6.7)

運輸業 36 (100) 1 (2.8) 6 (16.7) 9 (25.0) 19 (52.8) 1 (2.8)

卸売業・小売業 76 (100) 3 (3.9) 25 (32.9) 21 (27.6) 24 (31.6) 3 (3.9)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (75.0) 1 (25.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 1 (8.3) 6 (50.0) 3 (25.0) 2 (16.7) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 3 (14.3) 8 (38.1) 4 (19.0) 6 (28.6) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 1 (6.7) 8 (53.3) 3 (20.0) 3 (20.0) 0 (0.0)

サービス業 69 (100) 0 (0.0) 24 (34.8) 20 (29.0) 25 (36.2) 0 (0.0)

その他 20 (100) 0 (0.0) 11 (55.0) 3 (15.0) 5 (25.0) 1 (5.0)

※未回答　５事業所

副業・兼業を知
らない

回答事業所計
積極的に推進して

いる
やむを得ず認めて

いる(容認)

現在認めていない

が、将来的に検討

する

現在認めておら

ず、将来的にも認

める予定ははい

（事業所、％）

区　　分

計 509 (100) 159 (31.2) 231 (45.4) 25 (4.9) 87 (17.1) 7 (1.4)

９人以下 63 (100) 16 (25.4) 41 (65.1) 3 (4.8) 3 (4.8) 0 (0.0)

１０～２９人 163 (100) 40 (24.5) 92 (56.4) 10 (6.1) 18 (11.0) 3 (1.8)

３０～９９人 186 (100) 64 (34.4) 74 (39.8) 8 (4.3) 38 (20.4) 2 (1.1)

１００～２９９人 77 (100) 30 (39.0) 21 (27.3) 4 (5.2) 21 (27.3) 1 (1.3)

３００人以上 20 (100) 9 (45.0) 3 (15.0) 0 (0.0) 7 (35.0) 1 (5.0)

建設業 80 (100) 23 (28.8) 44 (55.0) 4 (5.0) 9 (11.3) 0 (0.0)

製造業 149 (100) 52 (34.9) 62 (41.6) 5 (3.4) 28 (18.8) 2 (1.3)

電気・ガス・熱供給・水道業 11 (100) 4 (36.4) 7 (63.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 7 (46.7) 4 (26.7) 0 (0.0) 3 (20.0) 1 (6.7)

運輸業 36 (100) 16 (44.4) 15 (41.7) 0 (0.0) 4 (11.1) 1 (2.8)

卸売業・小売業 76 (100) 19 (25.0) 40 (52.6) 4 (5.3) 11 (14.5) 2 (2.6)

金融業・保険業 4 (100) 3 (75.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 1 (8.3) 5 (41.7) 4 (33.3) 2 (16.7) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 7 (33.3) 7 (33.3) 2 (9.5) 5 (23.8) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 3 (20.0) 3 (20.0) 2 (13.3) 7 (46.7) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 19 (27.1) 32 (45.7) 4 (5.7) 14 (20.0) 1 (1.4)

その他 20 (100) 5 (25.0) 11 (55.0) 0 (0.0) 4 (20.0) 0 (0.0)

※未回答　５事業所

その他回答事業所計
就業規則で禁止し

ている
就業規則に規定が

ない

規定はあるが特に
手続きは定めてい

ない

規定を設け届出制
又は許可制として

いる
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副業・兼業を推進または容認している事業所における、推進・容認の理由については、「従業員の収

入増」が最も多く５５．４％、次いで「禁止する理由がない」が３９.８％であった。  

 

第１２表 副業・兼業を推進または容認している場合の理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

区　　分

計 186 (100) 74 (39.8) 103 (55.4) 19 (10.2) 30 (16.1) 29 (15.6)

９人以下 23 (100) 11 (47.8) 13 (56.5) 3 (13.0) 3 (13.0) 2 (8.7)

１０～２９人 62 (100) 32 (51.6) 31 (50.0) 6 (9.7) 6 (9.7) 9 (14.5)

３０～９９人 62 (100) 22 (35.5) 35 (56.5) 5 (8.1) 13 (21.0) 10 (16.1)

１００～２９９人 32 (100) 9 (28.1) 19 (59.4) 3 (9.4) 6 (18.8) 5 (15.6)

３００人以上 7 (100) 0 (0.0) 5 (71.4) 2 (28.6) 2 (28.6) 3 (42.9)

建設業 26 (100) 12 (46.2) 17 (65.4) 1 (3.8) 4 (15.4) 4 (15.4)

製造業 57 (100) 20 (35.1) 29 (50.9) 5 (8.8) 7 (12.3) 8 (14.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 2 (100) 0 (0.0) 1 (50.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 0 (0.0)

情報通信業 2 (100) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

運輸業 9 (100) 2 (22.2) 6 (66.7) 0 (0.0) 1 (11.1) 3 (33.3)

卸売業・小売業 29 (100) 15 (51.7) 12 (41.4) 5 (17.2) 4 (13.8) 3 (10.3)

金融業・保険業 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - )

宿泊業・飲食サービス業 6 (100) 3 (50.0) 4 (66.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (16.7)

医療・福祉 11 (100) 4 (36.4) 6 (54.5) 4 (36.4) 4 (36.4) 5 (45.5)

教育・学習支援業 9 (100) 1 (11.1) 4 (44.4) 2 (22.2) 0 (0.0) 3 (33.3)

サービス業 24 (100) 9 (37.5) 18 (75.0) 1 (4.2) 7 (29.2) 1 (4.2)

その他 11 (100) 6 (54.5) 6 (54.5) 1 (9.1) 2 (18.2) 1 (9.1)

7 (3.8) 10 (5.4) 0 (0.0) 2 (1.1) 25 (13.4)

1 (4.3) 2 (8.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

3 (4.8) 3 (4.8) 0 (0.0) 2 (3.2) 5 (8.1)

2 (3.2) 3 (4.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 11 (17.7)

1 (3.1) 2 (6.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (15.6)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (57.1)

1 (3.8) 1 (3.8) 0 (0.0) 1 (3.8) 2 (7.7)

1 (1.8) 3 (5.3) 0 (0.0) 1 (1.8) 11 (19.3)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (22.2)

2 (6.9) 1 (3.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (13.8)

0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - ) 0 ( - )

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (33.3)

1 (9.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (18.2)

2 (22.2) 3 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

0 (0.0) 2 (8.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (8.3)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

その他
イノベーションの創

発、新事業の促進
上段から続く→ 社外の人脈形成 創業・起業の促進

リーダシップ醸成、

人材の発掘

回答事業所数
禁止する理由が

ない
従業員の収入増

人材育成、従業員

のスキル向上

定着率向上、継続

雇用

人手不足解消、多
様な人材の活躍推

進
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副業・兼業を禁止している事業所における、禁止理由については、「長時間労働・過重労働を助

長」が最も多く７５．９％、次いで「労働時間の管理・把握が困難」が４５．６％、「労働災害の場

合の本業との区別が困難」が２６．３％であった。  

 

 第１３表 副業・兼業を禁止している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他事業所で働いている人を副業・兼業として受け入れているかどうかについては、「受けて入れ

おらず検討予定もなし」が最も多く６０．０％、次いで「将来的には受入れを検討」が１７．８％、 

「現在受け入れている」が１０．６％であった。  

 

 第１４表 他事業所からの副業・兼業の受入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

区　　分

計 316 (100) 240 (75.9) 144 (45.6) 76 (24.1) 35 (11.1) 83 (26.3) 64 (20.3) 22 (7.0)

９人以下 35 (100) 24 (68.6) 11 (31.4) 9 (25.7) 5 (14.3) 11 (31.4) 7 (20.0) 3 (8.6)

１０～２９人 97 (100) 65 (67.0) 41 (42.3) 20 (20.6) 9 (9.3) 26 (26.8) 22 (22.7) 10 (10.3)

３０～９９人 125 (100) 101 (80.8) 56 (44.8) 33 (26.4) 14 (11.2) 33 (26.4) 24 (19.2) 6 (4.8)

１００～２９９人 46 (100) 38 (82.6) 30 (65.2) 12 (26.1) 5 (10.9) 10 (21.7) 9 (19.6) 3 (6.5)

３００人以上 13 (100) 12 (92.3) 6 (46.2) 2 (15.4) 2 (15.4) 3 (23.1) 2 (15.4) 0 (0.0)

建設業 51 (100) 40 (78.4) 27 (52.9) 14 (27.5) 5 (9.8) 16 (31.4) 8 (15.7) 1 (2.0)

製造業 93 (100) 73 (78.5) 40 (43.0) 22 (23.7) 5 (5.4) 24 (25.8) 15 (16.1) 7 (7.5)

電気・ガス・熱供給・水道業 10 (100) 4 (40.0) 2 (20.0) 3 (30.0) 1 (10.0) 2 (20.0) 3 (30.0) 2 (20.0)

情報通信業 11 (100) 9 (81.8) 4 (36.4) 6 (54.5) 2 (18.2) 1 (9.1) 2 (18.2) 2 (18.2)

運輸業 27 (100) 21 (77.8) 17 (63.0) 5 (18.5) 1 (3.7) 7 (25.9) 6 (22.2) 2 (7.4)

卸売業・小売業 47 (100) 33 (70.2) 19 (40.4) 8 (17.0) 11 (23.4) 18 (38.3) 10 (21.3) 3 (6.4)

金融業・保険業 4 (100) 1 (25.0) 2 (50.0) 2 (50.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0)

宿泊業・飲食サービス業 5 (100) 3 (60.0) 2 (40.0) 1 (20.0) 1 (20.0) 1 (20.0) 2 (40.0) 0 (0.0)

医療・福祉 11 (100) 9 (81.8) 7 (63.6) 2 (18.2) 1 (9.1) 3 (27.3) 4 (36.4) 1 (9.1)

教育・学習支援業 7 (100) 5 (71.4) 4 (57.1) 4 (57.1) 3 (42.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 42 (100) 37 (88.1) 17 (40.5) 6 (14.3) 4 (9.5) 9 (21.4) 11 (26.2) 3 (7.1)

その他 8 (100) 5 (62.5) 3 (37.5) 3 (37.5) 0 (0.0) 2 (25.0) 3 (37.5) 0 (0.0)

回答事業所数
長時間労働・過
重労働を助長

労働時間の管
理・把握が困難

情報漏洩のリス
ク

競業リスク、利
益造反

労働災害の場合

の本業との区別が

困難

人手不足、人材
流出

その他

(事業所、％)

区　　分

計 510 (100) 27 (5.3) 54 (10.6) 20 (3.9) 91 (17.8) 306 (60.0) 12 (2.4)

９人以下 65 (100) 3 (4.6) 2 (3.1) 3 (4.6) 13 (20.0) 40 (61.5) 4 (6.2)

１０～２９人 162 (100) 10 (6.2) 10 (6.2) 8 (4.9) 28 (17.3) 99 (61.1) 7 (4.3)

３０～９９人 186 (100) 7 (3.8) 25 (13.4) 5 (2.7) 36 (19.4) 112 (60.2) 1 (0.5)

１００～２９９人 77 (100) 5 (6.5) 13 (16.9) 4 (5.2) 11 (14.3) 44 (57.1) 0 (0.0)

３００人以上 20 (100) 2 (10.0) 4 (20.0) 0 (0.0) 3 (15.0) 11 (55.0) 0 (0.0)

建設業 79 (100) 0 (0.0) 4 (5.1) 3 (3.8) 14 (17.7) 57 (72.2) 1 (1.3)

製造業 151 (100) 9 (6.0) 9 (6.0) 4 (2.6) 20 (13.2) 105 (69.5) 4 (2.6)

電気・ガス・熱供給・水道業 11 (100) 0 (0.0) 2 (18.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 9 (81.8) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 6 (40.0) 9 (60.0) 0 (0.0)

運輸業 36 (100) 1 (2.8) 1 (2.8) 3 (8.3) 2 (5.6) 27 (75.0) 2 (5.6)

卸売業・小売業 77 (100) 5 (6.5) 7 (9.1) 2 (2.6) 22 (28.6) 39 (50.6) 2 (2.6)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 0 (0.0) 5 (41.7) 4 (33.3) 2 (16.7) 1 (8.3) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 3 (14.3) 6 (28.6) 2 (9.5) 3 (14.3) 7 (33.3) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 0 (0.0) 4 (26.7) 0 (0.0) 5 (33.3) 5 (33.3) 1 (6.7)

サービス業 69 (100) 8 (11.6) 12 (17.4) 1 (1.4) 15 (21.7) 32 (46.4) 1 (1.4)

その他 20 (100) 1 (5.0) 4 (20.0) 1 (5.0) 2 (10.0) 11 (55.0) 1 (5.0)

※未回答　４事業所

回答事業所
計

過去に受け入れて
いた

現在受け入れてい
る

受入れ検討中
将来的には受入れ

を検討
受け入れておらず
検討予定もなし

その他
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Ⅲ 休暇制度 

１ 年間休日日数 

年間休日日数の状況をみると、「１００日～１０９日」が３０．２％と最も多く、次いで    

「１２０日～１２９日」が１７．８％、「９０日～９９日」が１６．６％となっている。 
 

第１５表 年間休日日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 年次有給休暇 

年次有給休暇の付与及び取得状況をみると、繰越日数を除く１労働者当たりの平均付与日数は 

１６.７日となっている。これに対する平均取得日数は９.１日となっており、平均取得率は    

５４．５％となっている。 

          

第１６表 年次有給休暇 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

506 (100) 10 (2.0) 16 (3.2) 68 (13.4) 84 (16.6) 153 (30.2) 80 (15.8) 90 (17.8) 5 (1.0)

９人以下 64 (100) 3 (4.7) 1 (1.6) 8 (12.5) 9 (14.1) 17 (26.6) 5 (7.8) 18 (28.1) 3 (4.7)

１０～２９人 159 (100) 5 (3.1) 3 (1.9) 32 (20.1) 28 (17.6) 38 (23.9) 27 (17.0) 25 (15.7) 1 (0.6)

３０～９９人 187 (100) 2 (1.1) 8 (4.3) 24 (12.8) 35 (18.7) 60 (32.1) 29 (15.5) 28 (15.0) 1 (0.5)

１００～２９９人 77 (100) 0 (0.0) 2 (2.6) 4 (5.2) 10 (13.0) 31 (40.3) 16 (20.8) 14 (18.2) 0 (0.0)

３００人以上 19 (100) 0 (0.0) 2 (10.5) 0 (0.0) 2 (10.5) 7 (36.8) 3 (15.8) 5 (26.3) 0 (0.0)

80 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 23 (28.8) 17 (21.3) 27 (33.8) 8 (10.0) 5 (6.3) 0 (0.0)

149 (100) 1 (0.7) 2 (1.3) 8 (5.4) 19 (12.8) 50 (33.6) 39 (26.2) 27 (18.1) 3 (2.0)

11 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (9.1) 4 (36.4) 2 (18.2) 1 (9.1) 3 (27.3) 0 (0.0)

15 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 2 (13.3) 2 (13.3) 10 (66.7) 0 (0.0)

運輸業 35 (100) 3 (8.6) 3 (8.6) 10 (28.6) 5 (14.3) 9 (25.7) 5 (14.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

77 (100) 4 (5.2) 1 (1.3) 8 (10.4) 21 (27.3) 28 (36.4) 5 (6.5) 10 (13.0) 0 (0.0)

4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 3 (75.0) 0 (0.0)

12 (100) 0 (0.0) 1 (8.3) 2 (16.7) 4 (33.3) 4 (33.3) 1 (8.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

21 (100) 0 (0.0) 1 (4.8) 0 (0.0) 5 (23.8) 6 (28.6) 3 (14.3) 6 (28.6) 0 (0.0)

15 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 2 (13.3) 3 (20.0) 2 (13.3) 6 (40.0) 1 (6.7)

68 (100) 2 (2.9) 7 (10.3) 9 (13.2) 7 (10.3) 16 (23.5) 10 (14.7) 16 (23.5) 1 (1.5)

19 (100) 0 (0.0) 1 (5.3) 5 (26.3) 0 (0.0) 6 (31.6) 3 (15.8) 4 (21.1) 0 (0.0)

注 ：（計算例） 年間５２週 × 週休○日 ＋ 年末年始 ＋ ゴールデンウィークや会社創立記念日等会社の休日  ＝  ○○○日

※未回答　８事業所

建設業

医療・福祉

(事業所、％)

80日～
89日

90日～
99日

100日～
109日

製造業

110日～
119日

130日
以上

120日～
129日

回答事業所
計

70日～
79日

区　　分

計

69日以下

その他

教育・学習支援業

宿泊業・飲食サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

卸売業・小売業

情報通信業

金融業・保険業

サービス業

（日、％）

平均付与日数 平均取得日数 平均取得率(%)
Ａ Ｂ B／A×100

488 16.7 9.1 54.5

60 14.7 8.1 55.1

159 17.0 8.4 49.4

177 16.9 9.5 56.2

73 17.3 10.0 57.8

19 17.3 9.5 54.9

76 17.5 8.4 48.0

145 16.9 9.8 58.0

12 16.8 11.6 69.0

15 16.6 10.3 62.0

35 17.3 8.5 49.1

74 15.9 7.8 49.1

4 18.2 9.3 51.1

8 18.0 5.8 32.2

19 15.7 8.6 54.8

15 15.7 8.7 55.4

66 17.1 8.1 47.4

19 14.9 7.4 49.7

※未回答　２６事業所

区　　分
回答事業所

数

建設業

製造業

３００人以上

１００～２９９人

３０～９９人

１０～２９人

計

９人以下

金融業・保険業

運輸業

卸売業・小売業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

その他

サービス業

教育・学習支援業

医療・福祉

宿泊業・飲食サービス業

平均付与日数 平均取得日数 平均取得率(%)

Ａ Ｂ B／A×100

H28 16.7 7.1 42.5

H29 16.9 7.4 43.8

H30 17.0 7.4 43.5

R1 16.7 8.4 50.3

R2 16.5 8.7 52.7

R3 16.7 9.1 54.5

年

【参考：平均取得率の推移(回答事業所計)】
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年次有給休暇の時間単位での取得制度のある事業所は１９４事業所で３８．３％、制度のない  

事業所は３１３事業所で６１．７％となっている。 

時間単位での取得制度がある事業所における令和３年中に当該制度を利用した延べ人数は、  

５，７２４人となっている。 

 

第１７表 年次有給休暇の時間単位取得制度の有無と利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、人、％）

令和3年1年間に
おける制度利用
者数計(延べ)

507 (100) 194 (38.3) 5,724 313 (61.7)

63 (100) 17 (27.0) 77 46 (73.0)

163 (100) 65 (39.9) 526 98 (60.1)

185 (100) 75 (40.5) 1,764 110 (59.5)

76 (100) 32 (42.1) 2,363 44 (57.9)

20 (100) 5 (25.0) 994 15 (75.0)

80 (100) 38 (47.5) 562 42 (52.5)

150 (100) 48 (32.0) 1,667 102 (68.0)

11 (100) 7 (63.6) 84 4 (36.4)

15 (100) 2 (13.3) 20 13 (86.7)

36 (100) 9 (25.0) 71 27 (75.0)

75 (100) 36 (48.0) 290 39 (52.0)

4 (100) 1 (25.0) 13 3 (75.0)

11 (100) 1 (9.1) 7 10 (90.9)

21 (100) 14 (66.7) 1,102 7 (33.3)

15 (100) 9 (60.0) 641 6 (40.0)

69 (100) 23 (33.3) 1,200 46 (66.7)

20 (100) 6 (30.0) 67 14 (70.0)

※未回答　７事業所

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

金融業・保険業

宿泊業・飲食サービス業

ない

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

製造業

計

９人以下

区　　分 ある回答事業所計

建設業
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３  年次有給休暇以外の有給休暇制度 

  年次有給休暇以外の有給休暇制度を実施している事業所は２７６事業所となっている。 

  年次有給休暇以外の有給休暇制度がある事業所における制度別の実施状況をみると、「その他の

特別休暇」が６３．８％、「夏季休暇」が４４．２％、「病気休暇」が３８．４％の事業所で実施    

されている。 
 

第１８表 年次有給休暇以外の有給休暇制度（複数回答） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

計 509 276 (100) 122 (44.2) 106 (38.4) 38 (13.8) 17 (6.2) 176 (63.8) 233

９人以下 65 28 (100) 11 (39.3) 13 (46.4) 3 (10.7) 3 (10.7) 15 (53.6) 37

１０～２９人 161 78 (100) 46 (59.0) 38 (48.7) 9 (11.5) 2 (2.6) 43 (55.1) 83

３０～９９人 186 106 (100) 49 (46.2) 35 (33.0) 12 (11.3) 8 (7.5) 72 (67.9) 80

１００～２９９人 77 52 (100) 13 (25.0) 16 (30.8) 11 (21.2) 3 (5.8) 37 (71.2) 25

３００人以上 20 12 (100) 3 (25.0) 4 (33.3) 3 (25.0) 1 (8.3) 9 (75.0) 8

建設業 79 47 (100) 29 (61.7) 19 (40.4) 4 (8.5) 6 (12.8) 25 (53.2) 32

製造業 150 83 (100) 30 (36.1) 29 (34.9) 11 (13.3) 2 (2.4) 50 (60.2) 67

電気・ガス・熱供給・水道業 12 6 (100) 4 (66.7) 1 (16.7) 2 (33.3) 1 (16.7) 4 (66.7) 6

情報通信業 15 12 (100) 7 (58.3) 1 (8.3) 3 (25.0) 0 (0.0) 11 (91.7) 3

運輸業 36 19 (100) 12 (63.2) 8 (42.1) 2 (10.5) 4 (21.1) 12 (63.2) 17

卸売業・小売業 75 34 (100) 16 (47.1) 15 (44.1) 5 (14.7) 2 (5.9) 21 (61.8) 41

金融業・保険業 4 3 (100) 1 (33.3) 1 (33.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 3 (100.0) 1

宿泊業・飲食サービス業 12 6 (100) 0 (0.0) 2 (33.3) 2 (33.3) 0 (0.0) 2 (33.3) 6

医療・福祉 21 12 (100) 3 (25.0) 5 (41.7) 2 (16.7) 0 (0.0) 10 (83.3) 9

教育・学習支援業 15 9 (100) 3 (33.3) 4 (44.4) 2 (22.2) 2 (22.2) 7 (77.8) 6

サービス業 70 36 (100) 15 (41.7) 16 (44.4) 2 (5.6) 0 (0.0) 22 (61.1) 34

その他 20 9 (100) 2 (22.2) 5 (55.6) 2 (22.2) 0 (0.0) 9 (100.0) 11

※未回答　５事業所

特に
なし

※災害、結婚、産前・産後、育児、介護、生理、忌引にかかる休暇は除く。

区　　分 実施事業所数

実施事業所における制度別実施状況

夏季休暇 病気休暇
リフレッシュ

休暇
その他の
特別休暇

ボランティア
休暇

回答事
業所計
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Ⅳ 育児休業制度 

１ 育児休業制度の規定の有無と利用可能日数 

就業規則等に育児休業制度の規定がある事業所は、４６８事業所で９１．２％となっている。 

 

第１９表 育児休業制度の規定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事業所、％）

513 (100) 468 (91.2) 45 (8.8)

65 (100) 41 (63.1) 24 (36.9)

164 (100) 147 (89.6) 17 (10.4)

187 (100) 184 (98.4) 3 (1.6)

77 (100) 76 (98.7) 1 (1.3)

20 (100) 20 (100.0) 0 (0.0)

80 (100) 75 (93.8) 5 (6.3)

151 (100) 139 (92.1) 12 (7.9)

11 (100) 11 (100.0) 0 (0.0)

15 (100) 15 (100.0) 0 (0.0)

36 (100) 34 (94.4) 2 (5.6)

78 (100) 65 (83.3) 13 (16.7)

4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0)

12 (100) 12 (100.0) 0 (0.0)

21 (100) 21 (100.0) 0 (0.0)

15 (100) 15 (100.0) 0 (0.0)

70 (100) 62 (88.6) 8 (11.4)

20 (100) 15 (75.0) 5 (25.0)

３００人以上

区　　分 回答事業所計 規定がある 規定がない

計

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

サービス業

その他

※未回答　1事業所

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

金融業・保険業

宿泊業・飲食サービス業

医療・福祉

教育・学習支援業
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２ 育児休業の利用状況 

令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に出産した（配偶者が出産した）人の育児

休業の利用状況（利用予定も含む。）をみると、出産者５６１に対し、育児休業利用者は２６０人、

育児休業取得率は４６．３％となっている。男女別では、女性の育児休業取得率は９７．９％、男

性の育児取得率は９．２％となっている。 

   令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に育児休業から職場復帰する予定だった

人数は２３８人で、そのうち実際に復職した人数は２２３人（９３．７％）となっている。 

 

第２０表 育児休業の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：育児休業取得率の推移】 (人、％）

計 女性 男性

(従業員) (配偶者) 計 (取得率) 女性 (取得率) 男性 (取得率)

H28 696 304 392 287 (41.2) 280 (92.1) 7 (1.8)

H29 703 289 414 281 (40.0) 265 (91.7) 16 (3.9)

H30 655 326 329 316 (48.2) 309 (94.8) 7 (2.1)

R1 619 275 344 261 (42.2) 246 (89.5) 15 (4.4)

R2 622 305 317 331 (53.2) 297 (97.4) 34 (10.7)

R3 561 235 326 260 (46.3) 230 (97.9) 30 (9.2)

育児休業利用者数（育児休業取得率）
年

出産者数

（事業所、人、％）

女性 男性 女性 男性

９人以下 4 (1.5) 4 (0.7) 2 (0.9) 2 (0.6) 1 (25.0) 1 (50.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 2 (100) 2 (100.0)

１０～２９人 39 (14.3) 48 (8.6) 19 (8.1) 29 (8.9) 20 (41.7) 18 (94.7) 2 (6.9) 14 (48.3) 19 (100) 18 (94.7)

３０～９９人 116 (42.5) 176 (31.4) 70 (29.8) 106 (32.5) 75 (42.6) 68 (97.1) 7 (6.6) 57 (53.8) 57 (100) 51 (89.5)

１００～２９９人 87 (31.9) 234 (41.7) 100 (42.6) 134 (41.1) 117 (50.0) 100 (100.0) 17 (12.7) 81 (60.4) 114 (100) 108 (94.7)

３００人以上 27 (9.9) 99 (17.6) 44 (18.7) 55 (16.9) 47 (47.5) 43 (97.7) 4 (7.3) 27 (49.1) 46 (100) 44 (95.7)

建設業 33 (12.1) 47 (8.4) 8 (3.4) 39 (12.0) 7 (14.9) 7 (87.5) 0 (0.0) 24 (61.5) 13 (100) 13 (100.0)

製造業 87 (31.9) 180 (32.1) 63 (26.8) 117 (35.9) 72 (40.0) 62 (98.4) 10 (8.5) 62 (53.0) 58 (100) 55 (94.8)

電気・ガス・熱供給・水道業 3 (1.1) 5 (0.9) 3 (1.3) 2 (0.6) 3 (60.0) 3 (100.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 3 (100) 3 (100.0)

情報通信業 14 (5.1) 25 (4.5) 9 (3.8) 16 (4.9) 10 (40.0) 9 (100.0) 1 (6.3) 13 (81.3) 10 (100) 9 (90.0)

運輸業 9 (3.3) 18 (3.2) 4 (1.7) 14 (4.3) 5 (27.8) 4 (100.0) 1 (7.1) 8 (57.1) 5 (100) 5 (100.0)

卸売業・小売業 40 (14.7) 71 (12.7) 26 (11.1) 45 (13.8) 35 (49.3) 25 (96.2) 10 (22.2) 27 (60.0) 28 (100) 26 (92.9)

金融業・保険業 6 (2.2) 18 (3.2) 5 (2.1) 13 (4.0) 6 (33.3) 5 (100.0) 1 (7.7) 7 (53.8) 15 (100) 15 (100.0)

宿泊業・飲食サービス業 7 (2.6) 8 (1.4) 6 (2.6) 2 (0.6) 7 (87.5) 6 (100.0) 1 (50.0) 1 (50.0) 6 (100) 6 (100.0)

医療・福祉 20 (7.3) 57 (10.2) 46 (19.6) 11 (3.4) 47 (82.5) 45 (97.8) 2 (18.2) 7 (63.6) 46 (100) 41 (89.1)

教育・学習支援業 11 (4.0) 26 (4.6) 9 (3.8) 17 (5.2) 10 (38.5) 8 (88.9) 2 (11.8) 7 (41.2) 12 (100) 11 (91.7)

サービス業 35 (12.8) 85 (15.2) 45 (19.1) 40 (12.3) 47 (55.3) 45 (100.0) 2 (5.0) 14 (35.0) 33 (100) 31 (93.9)

その他 8 (2.9) 21 (3.7) 11 (4.7) 10 (3.1) 11 (52.4) 11 (100.0) 0 (0.0) 8 (80.0) 9 (100) 8 (88.9)

※年次有給休暇、配偶者出産時等に係る特別休暇等（休日は含まない。）

配偶者が出産した

男性のうち、出産

後2か月以内に半

日又は1日以上の

休み(※）を取得

した人数

復職状況

223 (93.7)180 (55.2) 238 (100)

令和3年中に
育児休業から
復職予定だっ

た人数

うち実際に復
帰した人数
(復職割合)

(出産者数＝
１００％）

（取得率）

30(100) (9.2)(58.1) 260 (46.3) 230 (97.9)

【配偶者】【従業員】

区　　分

令和3年中に出
産者(従業員本
人又は配偶者)
がいた事業所

数

計

出産者のうち育児休業利用者数

（取得率）

(育児休業取得率）
出産者数

561 (100) 235 (41.9) 326273
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３  育児休業の利用期間 

 育児休業を取得した女性について利用期間をみると、「１０ヶ月～１２ヶ月未満」が最も多く  

５１．８％、次いで「６ヶ月～１０ヶ月未満」が２０．５％、「１２ヶ月～２４ヶ月未満」が     

１７．３％となっている。 

 

第２１表  育児休業の利用期間（女性の実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人、％)

区　　分

計 220 (100) 9 (4.1) 13 (5.9) 45 (20.5) 114 (51.8) 38 (17.3) 1 (0.5)

９人以下 1 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

１０～２９人 19 (100) 3 (15.8) 2 (10.5) 6 (31.6) 7 (36.8) 1 (5.3) 0 (0.0)

３０～９９人 64 (100) 4 (6.3) 3 (4.7) 14 (21.9) 36 (56.3) 7 (10.9) 0 (0.0)

１００～２９９人 92 (100) 1 (1.1) 3 (3.3) 21 (22.8) 44 (47.8) 22 (23.9) 1 (1.1)

３００人以上 44 (100) 1 (2.3) 5 (11.4) 3 (6.8) 27 (61.4) 8 (18.2) 0 (0.0)

建設業 8 (100) 2 (25.0) 0 (0.0) 3 (37.5) 3 (37.5) 0 (0.0) 0 (0.0)

製造業 59 (100) 1 (1.7) 1 (1.7) 18 (30.5) 24 (40.7) 15 (25.4) 0 (0.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 3 (100) 1 (33.3) 0 (0.0) 2 (66.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

情報通信業 8 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (25.0) 6 (75.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

運輸業 4 (100) 0 (0.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 2 (50.0) 1 (25.0) 0 (0.0)

卸売業・小売業 26 (100) 1 (3.8) 4 (15.4) 9 (34.6) 6 (23.1) 5 (19.2) 1 (3.8)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 7 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (42.9) 4 (57.1) 0 (0.0)

医療・福祉 40 (100) 1 (2.5) 0 (0.0) 6 (15.0) 28 (70.0) 5 (12.5) 0 (0.0)

教育・学習支援業 7 (100) 3 (42.9) 0 (0.0) 1 (14.3) 3 (42.9) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 43 (100) 0 (0.0) 6 (14.0) 4 (9.3) 25 (58.1) 8 (18.6) 0 (0.0)

その他 11 (100) 0 (0.0) 1 (9.1) 0 (0.0) 10 (90.9) 0 (0.0) 0 (0.0)

※育児休業利用期間について未回答の事業所があるため、第20表の育児休業利用者数と一致しない。

利用者数計 24ヶ月以上
12～24ヶ月

未満
10～12ヶ月

未満
6～10ヶ月

未満
3～6ヶ月未

満
3ヶ月未満

(人)

1

0

利用者数計

32

30

R2

R3

10～12ヶ月

5

2

【参考：育児休業の利用期間別利用者数（男性の実績）】

3ヶ月未満

23

27

3～6ヶ月

3

1

6～10ヶ月
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４ その他の育児関連制度 

その他の育児関連制度の内容をみると、「育児のための短時間勤務制度」を実施している事業所

が８７．９％と最も高く、次いで「所定外労働、時間外労働、深夜業の制限」が８３．５％となっ

ている。 

 

第２２表  その他の育児関連制度の内容（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％）

区　　分
回答事
業所計

特に
なし

計 509 388 (100) 341 (87.9) 93 (24.0) 324 (83.5) 7 (1.8) 88 (22.7) 86 (22.2) 17 (4.4) 4 (1.0) 9 (2.3) 121

９人以下 63 27 (100) 22 (81.5) 11 (40.7) 22 (81.5) 1 (3.7) 4 (14.8) 7 (25.9) 3 (11.1) 1 (3.7) 1 (3.7) 36

１０～２９人 163 112 (100) 94 (83.9) 30 (26.8) 90 (80.4) 3 (2.7) 15 (13.4) 18 (16.1) 6 (5.4) 1 (0.9) 2 (1.8) 51

３０～９９人 186 162 (100) 144 (88.9) 33 (20.4) 135 (83.3) 1 (0.6) 41 (25.3) 36 (22.2) 5 (3.1) 1 (0.6) 1 (0.6) 24

１００～２９９人 77 67 (100) 63 (94.0) 15 (22.4) 58 (86.6) 1 (1.5) 21 (31.3) 18 (26.9) 3 (4.5) 1 (1.5) 3 (4.5) 10

３００人以上 20 20 (100) 18 (90.0) 4 (20.0) 19 (95.0) 1 (5.0) 7 (35.0) 7 (35.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (10.0) 0

建設業 79 69 (100) 61 (88.4) 23 (33.3) 61 (88.4) 1 (1.4) 15 (21.7) 13 (18.8) 4 (5.8) 1 (1.4) 1 (1.4) 10

製造業 150 114 (100) 102 (89.5) 23 (20.2) 97 (85.1) 1 (0.9) 27 (23.7) 24 (21.1) 0 (0.0) 1 (0.9) 3 (2.6) 36

電気・ガス・熱供給・水道業 12 10 (100) 9 (90.0) 2 (20.0) 7 (70.0) 0 (0.0) 3 (30.0) 2 (20.0) 2 (20.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2

情報通信業 15 15 (100) 15 (100.0) 4 (26.7) 11 (73.3) 0 (0.0) 5 (33.3) 2 (13.3) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0

運輸業 36 24 (100) 20 (83.3) 9 (37.5) 20 (83.3) 0 (0.0) 4 (16.7) 6 (25.0) 0 (0.0) 1 (4.2) 1 (4.2) 12

卸売業・小売業 77 51 (100) 45 (88.2) 14 (27.5) 41 (80.4) 2 (3.9) 12 (23.5) 15 (29.4) 6 (11.8) 1 (2.0) 0 (0.0) 26

金融業・保険業 4 4 (100) 2 (50.0) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 3 (75.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 0

宿泊業・飲食サービス業 12 11 (100) 8 (72.7) 2 (18.2) 8 (72.7) 0 (0.0) 1 (9.1) 1 (9.1) 1 (9.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1

医療・福祉 21 20 (100) 20 (100.0) 3 (15.0) 18 (90.0) 2 (10.0) 9 (45.0) 11 (55.0) 1 (5.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1

教育・学習支援業 15 13 (100) 12 (92.3) 2 (15.4) 13 (100.0) 1 (7.7) 3 (23.1) 2 (15.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (7.7) 2

サービス業 69 48 (100) 39 (81.3) 9 (18.8) 37 (77.1) 0 (0.0) 6 (12.5) 7 (14.6) 1 (2.1) 0 (0.0) 1 (2.1) 21

その他 19 9 (100) 8 (88.9) 2 (22.2) 7 (77.8) 0 (0.0) 2 (22.2) 0 (0.0) 1 (11.1) 0 (0.0) 1 (11.1) 10

※「その他」記述一部抜粋 → 「育児時間の付与」、「育児用品の現物支給」など

その他

育児中の配

置(就業場

所)に関す

る配慮

育児休業中

の給与等の

全部又は一

部を支給

所定外労

働、時間外

労働、深夜

業の制限

事業所内保

育施設の設

置運営

育児休業中

の生活資金

の貸付制度

※未回答　５事業所

実施
事業所数

育児のため

の短時間勤

務制度

育児のため

のフレック

スタイムや

時差出勤制

度

育児関連制

度の情報提

供やハラス

メント相談



 

- 19 - 

 

Ⅴ 子の看護休暇制度 

１  子の看護休暇制度 

就業規則等に子の看護休暇制度の規定のある事業所は、３８７事業所で７６．２％となっている。 

利用可能日数をみると、法定の「５日」としている事業所が７４．５％と最も多く、次いで    

「決まっていない」が１４．８％となっている。 

 

第２３表 子の看護休暇制度の規定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２４表 子の看護休暇の利用可能日数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

508 (100) 387 (76.2) 121 (23.8)

63 (100) 25 (39.7) 38 (60.3)

164 (100) 111 (67.7) 53 (32.3)

184 (100) 156 (84.8) 28 (15.2)

77 (100) 75 (97.4) 2 (2.6)

20 (100) 20 (100.0) 0 (0.0)

79 (100) 68 (86.1) 11 (13.9)

150 (100) 117 (78.0) 33 (22.0)

11 (100) 10 (90.9) 1 (9.1)

15 (100) 15 (100.0) 0 (0.0)

36 (100) 28 (77.8) 8 (22.2)

77 (100) 48 (62.3) 29 (37.7)

4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0)

12 (100) 8 (66.7) 4 (33.3)

21 (100) 17 (81.0) 4 (19.0)

15 (100) 13 (86.7) 2 (13.3)

70 (100) 50 (71.4) 20 (28.6)

18 (100) 9 (50.0) 9 (50.0)

※未回答　６事業所

計

区　　分 回答事業所計 規定がある 規定がない

金融業・保険業

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

宿泊業・飲食サービス業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

（事業所、％）

区　　分

計 440 (100) 6 (1.4) 328 (74.5) 4 (0.9) 31 (7.0) 6 (1.4) 65 (14.8)

９人以下 40 (100) 1 (2.5) 20 (50.0) 1 (2.5) 2 (5.0) 1 (2.5) 15 (37.5)

１０～２９人 135 (100) 3 (2.2) 85 (63.0) 2 (1.5) 13 (9.6) 3 (2.2) 29 (21.5)

３０～９９人 169 (100) 2 (1.2) 139 (82.2) 0 (0.0) 8 (4.7) 0 (0.0) 20 (11.8)

１００～２９９人 76 (100) 0 (0.0) 66 (86.8) 1 (1.3) 6 (7.9) 2 (2.6) 1 (1.3)

３００人以上 20 (100) 0 (0.0) 18 (90.0) 0 (0.0) 2 (10.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

建設業 73 (100) 2 (2.7) 55 (75.3) 0 (0.0) 9 (12.3) 0 (0.0) 7 (9.6)

製造業 132 (100) 1 (0.8) 101 (76.5) 2 (1.5) 8 (6.1) 3 (2.3) 17 (12.9)

電気・ガス・熱供給・水道業 10 (100) 0 (0.0) 9 (90.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (10.0) 0 (0.0)

情報通信業 15 (100) 0 (0.0) 13 (86.7) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 1 (6.7)

運輸業 31 (100) 0 (0.0) 23 (74.2) 0 (0.0) 2 (6.5) 1 (3.2) 5 (16.1)

卸売業・小売業 61 (100) 0 (0.0) 41 (67.2) 0 (0.0) 4 (6.6) 1 (1.6) 15 (24.6)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 9 (100) 0 (0.0) 6 (66.7) 0 (0.0) 2 (22.2) 0 (0.0) 1 (11.1)

医療・福祉 20 (100) 2 (10.0) 15 (75.0) 0 (0.0) 1 (5.0) 0 (0.0) 2 (10.0)

教育・学習支援業 14 (100) 0 (0.0) 11 (78.6) 1 (7.1) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (7.1)

サービス業 58 (100) 0 (0.0) 43 (74.1) 1 (1.7) 3 (5.2) 0 (0.0) 11 (19.0)

その他 13 (100) 1 (7.7) 7 (53.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (38.5)

※利用可能日数については、「規定がない」事業所も回答しているため、第２３表の「規定がある」の計と一致しない。

1日～４日制度実施計 決まっていない上限なし１０日以上６日～９日５日
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２  子の看護休暇の利用状況 

令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの子の看護休暇の利用状況をみると、６８事業

所で延べ３８０人、１，３０８．５日の利用があり、１人あたり平均利用日数は３．４日となって

いる。 

 

第２５表 子の看護休暇の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、人、日）

区　　分 事業所数 利用人員 延べ日数
一人あたり

平均利用日数

計 68 380 1,308.5 3.4

９人以下 4 6 27.0 4.5

１０～２９人 11 13 34.5 2.7

３０～９９人 24 75 248.0 3.3

１００～２９９人 23 152 603.0 4.0

３００人以上 6 134 396.0 3.0

建設業 13 18 56.0 3.1

製造業 18 150 537.5 3.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 6 10.0 1.7

情報通信業 5 30 101.0 3.4

運輸業 3 6 11.0 1.8

卸売業・小売業 6 24 135.0 5.6

金融業・保険業 2 23 117.0 5.1

宿泊業・飲食サービス業 2 2 2.5 1.3

医療・福祉 4 48 117.5 2.4

教育・学習支援業 5 19 59.0 3.1

サービス業 5 48 140.0 2.9

その他 2 6 22.0 3.7

【参考：平均利用日数の推移】 （人、日）

H28 238 743 3.1

H29 221 1,023 4.6

H30 334 1,116 3.3

R1 385 1,040.0 2.7

R2 385 1,299.9 3.4

R3 380 1,308.5 3.4

利用人員 延べ日数
一人あたり

平均利用日数
年
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Ⅵ 介護休業制度 

１  介護休業制度 

就業規則等に介護休業制度の規定のある事業所は、４３３事業所で８４．７％となっている。 

  

第２６表  介護休業制度の規定の有無 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 介護休業の利用状況 

令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの介護休業の利用状況をみると、全体で３４人

で、うち女性は２３人、男性は１１人であった。 

 

第２７表 介護休業の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

511 (100) 433 (84.7) 78 (15.3)

65 (100) 35 (53.8) 30 (46.2)

164 (100) 132 (80.5) 32 (19.5)

185 (100) 171 (92.4) 14 (7.6)

77 (100) 75 (97.4) 2 (2.6)

20 (100) 20 (100.0) 0 (0.0)

79 (100) 72 (91.1) 7 (8.9)

151 (100) 131 (86.8) 20 (13.2)

11 (100) 9 (81.8) 2 (18.2)

15 (100) 15 (100.0) 0 (0.0)

36 (100) 31 (86.1) 5 (13.9)

78 (100) 58 (74.4) 20 (25.6)

4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0)

12 (100) 9 (75.0) 3 (25.0)

21 (100) 20 (95.2) 1 (4.8)

15 (100) 15 (100.0) 0 (0.0)

70 (100) 56 (80.0) 14 (20.0)

19 (100) 13 (68.4) 6 (31.6)

※未回答　３事業所

計

区　　分 回答事業所計 規定がある 規定がない

金融業・保険業

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

宿泊業・飲食サービス業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

（人）

女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

計 23 11 10 8 11 2 2 1

９人以下 1 0 0 0 1 0 0 0

１０～２９人 2 4 1 4 1 0 0 0

３０～９９人 9 4 5 4 2 0 2 0

１００～２９９人 6 2 3 0 3 1 0 1

３００人以上 5 1 1 0 4 1 0 0

建設業 1 2 1 2 0 0 0 0

製造業 9 2 3 1 5 0 1 1

電気・ガス・熱供給・水道業 1 0 0 0 1 0 0 0

情報通信業 1 0 0 0 1 0 0 0

運輸業 0 2 0 1 0 1 0 0

卸売業・小売業 2 1 1 1 1 0 0 0

金融業・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0

宿泊業・飲食サービス業 1 0 0 0 1 0 0 0

医療・福祉 3 0 2 0 1 0 0 0

教育・学習支援業 2 0 2 0 0 0 0 0

サービス業 3 4 1 3 1 1 1 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0

区　　分
利用者計 31日未満 31～93日未満 93日以上
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３  その他の介護関連制度 

その他の介護関連制度の内容をみると、「介護のための短時間勤務制度」を実施している事業所

が８８．２％と最も多く、次いで「所定外労働、時間外労働、深夜業の制限」が８１．１％、     

「仕事と介護の両立支援に関する情報提供・相談」が２３．６％となっている。 

 

第２８表 その他の介護関連制度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分
回答事業
所数

特に
なし

計 501 365 (100) 322 (88.2) 70 (19.2) 296 (81.1) 7 (1.9) 86 (23.6) 62 (17.0) 5 (1.4) 136

９人以下 63 32 (100) 26 (81.3) 8 (25.0) 22 (68.8) 1 (3.1) 6 (18.8) 5 (15.6) 1 (3.1) 31

１０～２９人 160 102 (100) 87 (85.3) 19 (18.6) 77 (75.5) 1 (1.0) 17 (16.7) 15 (14.7) 0 (0.0) 58

３０～９９人 182 149 (100) 136 (91.3) 27 (18.1) 126 (84.6) 1 (0.7) 36 (24.2) 24 (16.1) 2 (1.3) 33

１００～２９９人 76 62 (100) 55 (88.7) 14 (22.6) 54 (87.1) 2 (3.2) 21 (33.9) 13 (21.0) 2 (3.2) 14

３００人以上 20 20 (100) 18 (90.0) 2 (10.0) 17 (85.0) 2 (10.0) 6 (30.0) 5 (25.0) 0 (0.0) 0

建設業 78 61 (100) 55 (90.2) 13 (21.3) 53 (86.9) 0 (0.0) 15 (24.6) 8 (13.1) 1 (1.6) 17

製造業 150 107 (100) 96 (89.7) 18 (16.8) 93 (86.9) 4 (3.7) 26 (24.3) 13 (12.1) 0 (0.0) 43

電気・ガス・熱供給・水道業 12 10 (100) 9 (90.0) 2 (20.0) 5 (50.0) 0 (0.0) 3 (30.0) 1 (10.0) 0 (0.0) 2

情報通信業 16 14 (100) 12 (85.7) 2 (14.3) 10 (71.4) 0 (0.0) 2 (14.3) 2 (14.3) 1 (7.1) 2

運輸業 35 23 (100) 20 (87.0) 7 (30.4) 19 (82.6) 0 (0.0) 2 (8.7) 8 (34.8) 1 (4.3) 12

卸売業・小売業 76 52 (100) 45 (86.5) 13 (25.0) 41 (78.8) 2 (3.8) 15 (28.8) 11 (21.2) 1 (1.9) 24

金融業・保険業 4 3 (100) 3 (100.0) 0 (0.0) 3 (100.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 1

宿泊業・飲食サービス業 11 6 (100) 5 (83.3) 2 (33.3) 6 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (16.7) 0 (0.0) 5

医療・福祉 21 18 (100) 16 (88.9) 3 (16.7) 15 (83.3) 1 (5.6) 11 (61.1) 7 (38.9) 0 (0.0) 3

教育・学習支援業 15 12 (100) 11 (91.7) 1 (8.3) 10 (83.3) 0 (0.0) 3 (25.0) 0 (0.0) 1 (8.3) 3

サービス業 65 48 (100) 40 (83.3) 6 (12.5) 33 (68.8) 0 (0.0) 6 (12.5) 9 (18.8) 0 (0.0) 17

その他 18 11 (100) 10 (90.9) 3 (27.3) 8 (72.7) 0 (0.0) 2 (18.2) 1 (9.1) 0 (0.0) 7

※「その他」記述一部抜粋 → 「給与等の一部を支給」「制度はないが都度対応」など

※未回答　1３事業所

介護中の配置

(就業場所)に

関する配慮
その他

実施
事業所数

介護のための

短時間勤務制

度

介護のための

フレックスタ

イムや時差出

勤制度

所定外労働、

時間外労働、

深夜業の制限

介護費用の助

成その他これ

に準じる制度

仕事と介護の

両立支援に関

する情報提

供・相談
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Ⅶ 介護休暇制度 

１  介護休暇制度 

就業規則等に介護休暇制度の規定のある事業所は、３８４事業所で７５．４％となっている。 

  利用可能日数をみると、法定の「５日」としている事業所が６５．８％と最も多く、次いで    

「決まっていない」が１７．０％となっている。 

 

第２９表 介護休暇制度の規定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３０表 介護休暇の利用可能日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 424 (100) 4 (0.9) 279 (65.8) 4 (0.9) 60 (14.2) 5 (1.2) 72 (17.0)

９人以下 42 (100) 1 (2.4) 15 (35.7) 2 (4.8) 6 (14.3) 1 (2.4) 17 (40.5)

１０～２９人 122 (100) 2 (1.6) 72 (59.0) 1 (0.8) 17 (13.9) 2 (1.6) 28 (23.0)

３０～９９人 166 (100) 1 (0.6) 117 (70.5) 0 (0.0) 22 (13.3) 0 (0.0) 26 (15.7)

１００～２９９人 74 (100) 0 (0.0) 60 (81.1) 1 (1.4) 11 (14.9) 1 (1.4) 1 (1.4)

３００人以上 20 (100) 0 (0.0) 15 (75.0) 0 (0.0) 4 (20.0) 1 (5.0) 0 (0.0)

建設業 69 (100) 1 (1.4) 47 (68.1) 0 (0.0) 11 (15.9) 0 (0.0) 10 (14.5)

製造業 125 (100) 0 (0.0) 86 (68.8) 1 (0.8) 15 (12.0) 1 (0.8) 22 (17.6)

電気・ガス・熱供給・水道業 9 (100) 0 (0.0) 7 (77.8) 0 (0.0) 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0)

情報通信業 13 (100) 0 (0.0) 11 (84.6) 0 (0.0) 1 (7.7) 0 (0.0) 1 (7.7)

運輸業 31 (100) 1 (3.2) 21 (67.7) 0 (0.0) 3 (9.7) 1 (3.2) 5 (16.1)

卸売業・小売業 62 (100) 0 (0.0) 37 (59.7) 1 (1.6) 12 (19.4) 1 (1.6) 11 (17.7)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 10 (100) 0 (0.0) 5 (50.0) 0 (0.0) 3 (30.0) 0 (0.0) 2 (20.0)

医療・福祉 20 (100) 1 (5.0) 13 (65.0) 0 (0.0) 3 (15.0) 0 (0.0) 3 (15.0)

教育・学習支援業 11 (100) 0 (0.0) 8 (72.7) 1 (9.1) 2 (18.2) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 54 (100) 0 (0.0) 32 (59.3) 0 (0.0) 7 (13.0) 1 (1.9) 14 (25.9)

その他 16 (100) 1 (6.3) 8 (50.0) 1 (6.3) 2 (12.5) 0 (0.0) 4 (25.0)

※利用可能日数については「規定がない」事業所も回答しているため、第29表の「規定がある」の計と一致しない。

決まっていない制度実施計 1日～４日 ５日 ６日～９日 １０日以上 上限なし

（事業所、％）

509 (100) 384 (75.4) 125 (24.6)

63 (100) 28 (44.4) 35 (55.6)

163 (100) 104 (63.8) 59 (36.2)

186 (100) 158 (84.9) 28 (15.1)

77 (100) 74 (96.1) 3 (3.9)

20 (100) 20 (100.0) 0 (0.0)

79 (100) 61 (77.2) 18 (22.8)

149 (100) 118 (79.2) 31 (20.8)

11 (100) 8 (72.7) 3 (27.3)

15 (100) 13 (86.7) 2 (13.3)

36 (100) 28 (77.8) 8 (22.2)

77 (100) 53 (68.8) 24 (31.2)

4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0)

12 (100) 9 (75.0) 3 (25.0)

21 (100) 19 (90.5) 2 (9.5)

15 (100) 11 (73.3) 4 (26.7)

70 (100) 47 (67.1) 23 (32.9)

20 (100) 13 (65.0) 7 (35.0)

※未回答　５事業所

製造業

区　　分 回答事業所計 規定がある 規定がない

計

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

建設業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

金融業・保険業

宿泊業・飲食サービス業
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２  介護休暇の利用状況 

令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの介護休暇の利用状況を見ると、３７事業所で

延べ１３２人、４６６．５日の利用があり、１人あたり平均利用日数は３.５日となっている。 

 

第３１表 介護休暇の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平均利用日数の推移】 （人、日）

H28 37 148 4.0

H29 61 190 3.1

H30 53 232 4.4

R1 71 312.5 4.4

R2 94 341.7 3.6

R3 132 466.5 3.5

年 利用人員 延べ日数
一人あたり

平均利用日数

（事業所、人、日）

区　　分 事業所数 利用人員 延べ日数
一人あたり

平均利用日数

計 37 132 466.5 3.5

９人以下 1 1 4.0 4.0

１０～２９人 7 15 53.5 3.6

３０～９９人 14 35 141.5 4.0

１００～２９９人 9 37 122.5 3.3

３００人以上 6 44 145.0 3.3

建設業 7 12 34.0 2.8

製造業 8 35 162.0 4.6

電気・ガス・熱供給・水道業 2 8 19.5 2.4

情報通信業 2 29 92.0 3.2

運輸業 2 18 47.0 2.6

卸売業・小売業 3 5 12.0 2.4

金融業・保険業 1 1 3.0 3.0

宿泊業・飲食サービス業 1 1 9.0 9.0

医療・福祉 4 8 24.0 3.0

教育・学習支援業 4 9 50.0 5.6

サービス業 3 6 14.0 2.3

その他 - - - -
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Ⅷ 病気休職・病気休業制度 

１  病気休職・病気休業制度 

病気休職・病気休業制度（連続して１週間以上）のある事業所は、３２３事業所で６３．８％と

なっている。 
 

第３２表 病気休職・病気休業制度の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

  

 

 

２  病気休職・病気休業の利用期間 

病気休職・病気休業の利用期間をみると、「１ヶ月～３ヶ月」が３９．５％と最も多く、次いで 

「１ヶ月未満」が３６．４％となっている。また、メンタルヘルス上の理由による利用期間をみると、

「１ヶ月～３ヶ月」が４４．２％と最も多くなっている。 

 

第３３表 病気休職・病気休業の利用期間別利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

506 (100) 323 (63.8) 183 (36.2)

63 (100) 38 (60.3) 25 (39.7)

161 (100) 91 (56.5) 70 (43.5)

186 (100) 120 (64.5) 66 (35.5)

76 (100) 58 (76.3) 18 (23.7)

20 (100) 16 (80.0) 4 (20.0)

78 (100) 41 (52.6) 37 (47.4)

150 (100) 93 (62.0) 57 (38.0)

10 (100) 6 (60.0) 4 (40.0)

14 (100) 11 (78.6) 3 (21.4)

36 (100) 22 (61.1) 14 (38.9)

77 (100) 46 (59.7) 31 (40.3)

4 (100) 3 (75.0) 1 (25.0)

11 (100) 7 (63.6) 4 (36.4)

21 (100) 15 (71.4) 6 (28.6)

15 (100) 13 (86.7) 2 (13.3)

70 (100) 55 (78.6) 15 (21.4)

20 (100) 11 (55.0) 9 (45.0)

※未回答　8事業所

製造業

区　　分 回答事業所計 ある ない

計

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

建設業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業・小売業

金融業・保険業

宿泊業・飲食サービス業

(人、％)

区　　分

計 352 (100) 128 (36.4) 139 (39.5) 48 (13.6) 16 (4.5) 2 (0.6) 19 (5.4)

９人以下 2 (100) 1 (50.0) 1 (50.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

１０～２９人 26 (100) 16 (61.5) 8 (30.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (7.7)

３０～９９人 69 (100) 13 (18.8) 30 (43.5) 17 (24.6) 6 (8.7) 1 (1.4) 2 (2.9)

１００～２９９人 119 (100) 30 (25.2) 55 (46.2) 17 (14.3) 5 (4.2) 1 (0.8) 11 (9.2)

３００人以上 136 (100) 68 (50.0) 45 (33.1) 14 (10.3) 5 (3.7) 0 (0.0) 4 (2.9)

建設業 26 (100) 10 (38.5) 9 (34.6) 5 (19.2) 1 (3.8) 0 (0.0) 1 (3.8)

製造業 74 (100) 17 (23.0) 34 (45.9) 14 (18.9) 4 (5.4) 2 (2.7) 3 (4.1)

電気・ガス・熱供給・水道業 2 (100) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

情報通信業 14 (100) 1 (7.1) 5 (35.7) 6 (42.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (14.3)

運輸業 26 (100) 5 (19.2) 16 (61.5) 1 (3.8) 1 (3.8) 0 (0.0) 3 (11.5)

卸売業・小売業 43 (100) 21 (48.8) 15 (34.9) 4 (9.3) 1 (2.3) 0 (0.0) 2 (4.7)

金融業・保険業 8 (100) 2 (25.0) 2 (25.0) 3 (37.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (12.5)

宿泊業・飲食サービス業 4 (100) 1 (25.0) 2 (50.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

医療・福祉 82 (100) 44 (53.7) 30 (36.6) 4 (4.9) 2 (2.4) 0 (0.0) 2 (2.4)

教育・学習支援業 16 (100) 12 (75.0) 3 (18.8) 0 (0.0) 1 (6.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 51 (100) 10 (19.6) 21 (41.2) 10 (19.6) 5 (9.8) 0 (0.0) 5 (9.8)

その他 6 (100) 3 (50.0) 2 (33.3) 0 (0.0) 1 (16.7) 0 (0.0) 0 (0.0)

12ヶ月以上利用者数計 1ヶ月未満 1～3ヶ月未満 3～6ヶ月未満 6～10ヶ月未満 10～12ヶ月未満
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第３４表  第３３表のうち、メンタルヘルス上の理由による期間別利用者数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人、％)

区　　分

計 95 (100) 19 (20.0) 42 (44.2) 22 (23.2) 5 (5.3) 2 (2.1) 5 (5.3)

９人以下 3 (100) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 1 (33.3)

１０～２９人 3 (100) 2 (66.7) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

３０～９９人 19 (100) 2 (10.5) 11 (57.9) 5 (26.3) 1 (5.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

１００～２９９人 44 (100) 9 (20.5) 19 (43.2) 10 (22.7) 2 (4.5) 1 (2.3) 3 (6.8)

３００人以上 26 (100) 6 (23.1) 10 (38.5) 7 (26.9) 2 (7.7) 0 (0.0) 1 (3.8)

建設業 3 (100) 0 (0.0) 1 (33.3) 1 (33.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

製造業 27 (100) 3 (11.1) 14 (51.9) 6 (22.2) 2 (7.4) 1 (3.7) 1 (3.7)

電気・ガス・熱供給・水道業 3 (100) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 1 (33.3)

情報通信業 11 (100) 1 (9.1) 5 (45.5) 4 (36.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (9.1)

運輸業 2 (100) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

卸売業・小売業 12 (100) 4 (33.3) 4 (33.3) 2 (16.7) 1 (8.3) 0 (0.0) 1 (8.3)

金融業・保険業 6 (100) 1 (16.7) 2 (33.3) 2 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (16.7)

宿泊業・飲食サービス業 1 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

医療・福祉 17 (100) 6 (35.3) 9 (52.9) 2 (11.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

教育・学習支援業 3 (100) 3 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 8 (100) 0 (0.0) 3 (37.5) 4 (50.0) 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0)

その他 2 (100) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

12ヶ月以上利用者数計 1ヶ月未満 1～3ヶ月未満 3～6ヶ月未満 6～10ヶ月未満 10～12ヶ月未満
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Ⅸ「働き方改革」  

１ 「働き方改革」の認知度 

   「働き方改革」という言葉の認知度をみると、「知っている」と回答した事業所が９２．４％と   

最も多く、次いで「聞いたことはあるがよく知らない」が７．６％、となっている。 
 

第３５表 「働き方改革」の認知度 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「働き方改革」の必要性 

 「働き方改革」の必要性については、「必要があると思う」と回答した事業所が６８．４％と最も 

多く、次いで「大いに必要あると思う」が２１．１％となっている。 
 

第３６表  「働き方改革」の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 513 (100) 474 (92.4) 39 (7.6) 0 (0.0)

９人以下 65 (100) 51 (78.5) 14 (21.5) 0 (0.0)

１０～２９人 164 (100) 150 (91.5) 14 (8.5) 0 (0.0)

３０～９９人 187 (100) 176 (94.1) 11 (5.9) 0 (0.0)

１００～２９９人 77 (100) 77 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

３００人以上 20 (100) 20 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

建設業 80 (100) 77 (96.3) 3 (3.8) 0 (0.0)

製造業 151 (100) 141 (93.4) 10 (6.6) 0 (0.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 12 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

情報通信業 14 (100) 14 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

運輸業 36 (100) 34 (94.4) 2 (5.6) 0 (0.0)

卸売業・小売業 78 (100) 70 (89.7) 8 (10.3) 0 (0.0)

金融業・保険業 4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 10 (83.3) 2 (16.7) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 20 (95.2) 1 (4.8) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 13 (86.7) 2 (13.3) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 62 (88.6) 8 (11.4) 0 (0.0)

その他 20 (100) 17 (85.0) 3 (15.0) 0 (0.0)

※未回答　１事業所

回答事業所計 知っている
聞いたことはある
がよく知らない

聞いたことがない

(事業所、％)

513 (100) 108 (21.1) 351 (68.4) 21 (4.1) 33 (6.4)

65 (100) 8 (12.3) 46 (70.8) 3 (4.6) 8 (12.3)

164 (100) 29 (17.7) 117 (71.3) 5 (3.0) 13 (7.9)

187 (100) 41 (21.9) 129 (69.0) 7 (3.7) 10 (5.3)

77 (100) 22 (28.6) 47 (61.0) 6 (7.8) 2 (2.6)

20 (100) 8 (40.0) 12 (60.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

建設業 80 (100) 20 (25.0) 51 (63.8) 3 (3.8) 6 (7.5)

製造業 151 (100) 29 (19.2) 107 (70.9) 6 (4.0) 9 (6.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 3 (25.0) 9 (75.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

情報通信業 14 (100) 2 (14.3) 9 (64.3) 1 (7.1) 2 (14.3)

運輸業 36 (100) 8 (22.2) 22 (61.1) 3 (8.3) 3 (8.3)

卸売業・小売業 78 (100) 20 (25.6) 53 (67.9) 1 (1.3) 4 (5.1)

金融業・保険業 4 (100) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 4 (33.3) 6 (50.0) 1 (8.3) 1 (8.3)

医療・福祉 21 (100) 6 (28.6) 12 (57.1) 1 (4.8) 2 (9.5)

教育・学習支援業 15 (100) 4 (26.7) 11 (73.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 10 (14.3) 52 (74.3) 4 (5.7) 4 (5.7)

その他 20 (100) 2 (10.0) 15 (75.0) 1 (5.0) 2 (10.0)

※未回答  １事業所

必要とは思わない わからない

３００人以上

区　　分 回答事業所計 大いに必要あると思う 必要あると思う

計

９人以下

１０～２９人

３０～９９人

１００人～２９９人
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３ 「働き方改革」の取組状況 

   「働き方改革」の取組状況をみると、「取り組んでいる」と回答した事業所が７２．４％と最も   

多く、次いで「取り組みたいが現状では困難」が８．６％となっている。 

 

第３７表  「働き方改革」の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

(%)

H29 H30 R1 R2 R３

38.3 41.3 65.0 69.5 72.4

取り組みを検討中 12.3 20.5 12.0 7.0 7.8

今後検討予定 15.3 17.1 10.8 9.6 8.0

現状では困難 22.9 14.3 8.4 8.8 8.6

取り組む予定なし 11.2 6.9 3.7 5.1 3.1

【参考：「働き方改革」取組状況の推移】

取り組んでいる

(事業所、％)

区　　分

計 510 (100) 369 (72.4) 40 (7.8) 41 (8.0) 44 (8.6) 16 (3.1)

９人以下 64 (100) 29 (45.3) 9 (14.1) 4 (6.3) 14 (21.9) 8 (12.5)

１０～２９人 163 (100) 114 (69.9) 14 (8.6) 16 (9.8) 13 (8.0) 6 (3.7)

３０～９９人 186 (100) 142 (76.3) 13 (7.0) 18 (9.7) 12 (6.5) 1 (0.5)

１００～２９９人 77 (100) 66 (85.7) 4 (5.2) 3 (3.9) 3 (3.9) 1 (1.3)

３００人以上 20 (100) 18 (90.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (10.0) 0 (0.0)

建設業 80 (100) 66 (82.5) 2 (2.5) 6 (7.5) 6 (7.5) 0 (0.0)

製造業 149 (100) 102 (68.5) 10 (6.7) 15 (10.1) 14 (9.4) 8 (5.4)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 10 (83.3) 0 (0.0) 1 (8.3) 1 (8.3) 0 (0.0)

情報通信業 14 (100) 11 (78.6) 1 (7.1) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (7.1)

運輸業 36 (100) 29 (80.6) 2 (5.6) 2 (5.6) 3 (8.3) 0 (0.0)

卸売業・小売業 77 (100) 55 (71.4) 9 (11.7) 5 (6.5) 7 (9.1) 1 (1.3)

金融業・保険業 4 (100) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 8 (66.7) 0 (0.0) 1 (8.3) 3 (25.0) 0 (0.0)

医療・福祉 21 (100) 17 (81.0) 3 (14.3) 0 (0.0) 1 (4.8) 0 (0.0)

教育・学習支援業 15 (100) 11 (73.3) 1 (6.7) 2 (13.3) 1 (6.7) 0 (0.0)

サービス業 70 (100) 46 (65.7) 10 (14.3) 5 (7.1) 5 (7.1) 4 (5.7)

その他 20 (100) 10 (50.0) 2 (10.0) 3 (15.0) 3 (15.0) 2 (10.0)

※未回答　４事業所

回答事業所計 取り組んでいる 取組を検討中
今後、取組を
検討する予定

取り組みたいが
現状では困難

取り組む予定は
ない
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   「働き方改革に取り組んでいる」と回答した事業所における取組内容をみると、「休暇の取得促進」

が８７．７％と最も多く、次いで「長時間労働の是正」が６６．４％、「働きやすい職場環境の整

備」が４８．１％となっている。 
 

第３８表  「働き方改革」の取組内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

区　　分

計 366 (100) 243 (66.4) 321 (87.7) 176 (48.1) 126 (34.4) 141 (38.5) 64 (17.5) 97 (26.5) 1 (0.3)

９人以下 29 (100) 15 (51.7) 21 (72.4) 8 (27.6) 5 (17.2) 8 (27.6) 3 (10.3) 1 (3.4) 0 (0.0)

１０～２９人 113 (100) 71 (62.8) 96 (85.0) 52 (46.0) 31 (27.4) 42 (37.2) 15 (13.3) 26 (23.0) 1 (0.9)

３０～９９人 141 (100) 91 (64.5) 124 (87.9) 76 (53.9) 50 (35.5) 54 (38.3) 21 (14.9) 42 (29.8) 0 (0.0)

１００～２９９人 65 (100) 50 (76.9) 62 (95.4) 32 (49.2) 30 (46.2) 30 (46.2) 19 (29.2) 21 (32.3) 0 (0.0)

３００人以上 18 (100) 16 (88.9) 18 (100.0) 8 (44.4) 10 (55.6) 7 (38.9) 6 (33.3) 7 (38.9) 0 (0.0)

建設業 66 (100) 49 (74.2) 61 (92.4) 35 (53.0) 19 (28.8) 24 (36.4) 2 (3.0) 21 (31.8) 0 (0.0)

製造業 101 (100) 68 (67.3) 92 (91.1) 52 (51.5) 34 (33.7) 33 (32.7) 16 (15.8) 27 (26.7) 1 (1.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 10 (100) 4 (40.0) 8 (80.0) 4 (40.0) 3 (30.0) 1 (10.0) 3 (30.0) 4 (40.0) 0 (0.0)

情報通信業 11 (100) 10 (90.9) 9 (81.8) 6 (54.5) 6 (54.5) 4 (36.4) 2 (18.2) 4 (36.4) 0 (0.0)

運輸業 28 (100) 20 (71.4) 27 (96.4) 10 (35.7) 4 (14.3) 12 (42.9) 5 (17.9) 4 (14.3) 0 (0.0)

卸売業・小売業 55 (100) 34 (61.8) 42 (76.4) 31 (56.4) 22 (40.0) 30 (54.5) 12 (21.8) 11 (20.0) 0 (0.0)

金融業・保険業 4 (100) 3 (75.0) 3 (75.0) 3 (75.0) 2 (50.0) 3 (75.0) 2 (50.0) 2 (50.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 8 (100) 6 (75.0) 7 (87.5) 2 (25.0) 3 (37.5) 4 (50.0) 3 (37.5) 1 (12.5) 0 (0.0)

医療・福祉 17 (100) 12 (70.6) 17 (100.0) 10 (58.8) 15 (88.2) 9 (52.9) 7 (41.2) 7 (41.2) 0 (0.0)

教育・学習支援業 11 (100) 2 (18.2) 10 (90.9) 6 (54.5) 3 (27.3) 2 (18.2) 1 (9.1) 5 (45.5) 0 (0.0)

サービス業 45 (100) 30 (66.7) 37 (82.2) 15 (33.3) 13 (28.9) 18 (40.0) 9 (20.0) 9 (20.0) 0 (0.0)

その他 10 (100) 5 (50.0) 8 (80.0) 2 (20.0) 2 (20.0) 1 (10.0) 2 (20.0) 2 (20.0) 0 (0.0)

実施事業所
数

長時間労働の
是正

休暇の取得
促進

働きやすい職
場環境の整備

育児・介護の
両立支援

仕事の進め方
の見直し

非正規労働者
の処遇改善

女性・若者の
人材育成

その他
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４ 「働き方改革」に取り組む上での課題 

    取り組む上での課題をみると、「業務量に対する適正要員の確保」が最も多く６７．９％、次い

で「従業員の意識改革・理解促進」が５７．３％、「管理職の意識改革・理解促進」が４５．２％、

となっている。 

 

第３９表  「働き方改革」に取り組む上での課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事業所、％)

区　　分

計 489 (100) 332 (67.9) 280 (57.3) 221 (45.2) 116 (23.7) 142 (29.0) 94 (19.2)

９人以下 52 (100) 32 (61.5) 29 (55.8) 18 (34.6) 11 (21.2) 12 (23.1) 9 (17.3)

１０～２９人 160 (100) 109 (68.1) 82 (51.3) 59 (36.9) 35 (21.9) 43 (26.9) 29 (18.1)

３０～９９人 181 (100) 123 (68.0) 108 (59.7) 83 (45.9) 44 (24.3) 47 (26.0) 36 (19.9)

１００～２９９人 77 (100) 53 (68.8) 45 (58.4) 45 (58.4) 20 (26.0) 31 (40.3) 15 (19.5)

３００人以上 19 (100) 15 (78.9) 16 (84.2) 16 (84.2) 6 (31.6) 9 (47.4) 5 (26.3)

建設業 78 (100) 50 (64.1) 52 (66.7) 39 (50.0) 21 (26.9) 21 (26.9) 13 (16.7)

製造業 145 (100) 87 (60.0) 75 (51.7) 57 (39.3) 30 (20.7) 32 (22.1) 26 (17.9)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 9 (75.0) 8 (66.7) 5 (41.7) 2 (16.7) 2 (16.7) 1 (8.3)

情報通信業 13 (100) 10 (76.9) 9 (69.2) 6 (46.2) 2 (15.4) 7 (53.8) 0 (0.0)

運輸業 36 (100) 29 (80.6) 24 (66.7) 15 (41.7) 3 (8.3) 15 (41.7) 4 (11.1)

卸売業・小売業 71 (100) 50 (70.4) 32 (45.1) 30 (42.3) 25 (35.2) 24 (33.8) 20 (28.2)

金融業・保険業 4 (100) 2 (50.0) 2 (50.0) 2 (50.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0)

宿泊業・飲食サービス業 12 (100) 7 (58.3) 9 (75.0) 3 (25.0) 5 (41.7) 6 (50.0) 3 (25.0)

医療・福祉 21 (100) 16 (76.2) 17 (81.0) 16 (76.2) 7 (33.3) 8 (38.1) 8 (38.1)

教育・学習支援業 14 (100) 10 (71.4) 6 (42.9) 7 (50.0) 1 (7.1) 5 (35.7) 2 (14.3)

サービス業 65 (100) 48 (73.8) 39 (60.0) 35 (53.8) 18 (27.7) 18 (27.7) 13 (20.0)

その他 18 (100) 14 (77.8) 7 (38.9) 6 (33.3) 2 (11.1) 4 (22.2) 3 (16.7)

96 (19.6) 115 (23.5) 98 (20.0) 57 (11.7) 5 (1.0)

6 (11.5) 6 (11.5) 13 (25.0) 4 (7.7) 0 (0.0)

28 (17.5) 39 (24.4) 28 (17.5) 20 (12.5) 4 (2.5)

36 (19.9) 43 (23.8) 33 (18.2) 19 (10.5) 0 (0.0)

19 (24.7) 21 (27.3) 18 (23.4) 10 (13.0) 1 (1.3)

7 (36.8) 6 (31.6) 6 (31.6) 4 (21.1) 0 (0.0)

11 (14.1) 20 (25.6) 13 (16.7) 11 (14.1) 1 (1.3)

29 (20.0) 31 (21.4) 25 (17.2) 13 (9.0) 2 (1.4)

1 (8.3) 2 (16.7) 2 (16.7) 2 (16.7) 0 (0.0)

2 (15.4) 3 (23.1) 6 (46.2) 2 (15.4) 0 (0.0)

7 (19.4) 9 (25.0) 7 (19.4) 9 (25.0) 0 (0.0)

15 (21.1) 19 (26.8) 12 (16.9) 13 (18.3) 0 (0.0)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0)

3 (25.0) 3 (25.0) 3 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

5 (23.8) 8 (38.1) 5 (23.8) 1 (4.8) 0 (0.0)

4 (28.6) 4 (28.6) 4 (28.6) 1 (7.1) 0 (0.0)

15 (23.1) 14 (21.5) 15 (23.1) 5 (7.7) 1 (1.5)

4 (22.2) 2 (11.1) 6 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

※「その他」記述一部抜粋 → 「業務量の平準化」、「生産性向上」など

上段から続く→ その他

回答事業所数
業務量に対する

適正要員の確保

従業員の意識改

革・理解促進

管理職の意識改

革・理解促進

取組方法、ノウハ

ウの不足

勤務管理の複雑

化や運用の負荷

取組についての
方針や目標の明

確化

インフラ整備や

制度導入のコス
ト負担

社内や従業員同

士のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
の円滑化

就業規則や労使

協定の変更等手
続きの負荷

社会的機運や取
引先の理解不足
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６ 必要な行政支援  

「働き方改革」に取り組むための必要な行政支援をみると、「取り組む企業に対する助成制度」と  

回答した事業所が４８．６％と最も多く、次いで「基礎セミナー・研修会の実施」が４０．８％、 

「先進企業の取組事例の紹介」が３５．８％、「社内の意識改革を推進するための支援（出前セミ

ナー等）」が１８．８％となっている。 

 

第４０表 「働き方改革」に取り組むための必要な行政支援（複数回答） 

 

 

 

 

 

（事業所、％）

区　　分

計 453 (100) 185 (40.8) 162 (35.8) 31 (6.8) 85 (18.8) 81 (17.9) 220 (48.6) 14 (3.1) 43 (9.5) 86 (19.0) 19 (4.2)

９人以下 50 (100) 17 (34.0) 11 (22.0) 1 (2.0) 9 (18.0) 7 (14.0) 30 (60.0) 2 (4.0) 6 (12.0) 4 (8.0) 4 (8.0)

１０～２９人 140 (100) 49 (35.0) 49 (35.0) 9 (6.4) 33 (23.6) 28 (20.0) 72 (51.4) 6 (4.3) 13 (9.3) 26 (18.6) 5 (3.6)

３０～９９人 174 (100) 80 (46.0) 58 (33.3) 12 (6.9) 22 (12.6) 27 (15.5) 85 (48.9) 4 (2.3) 13 (7.5) 36 (20.7) 7 (4.0)

１００～２９９人 70 (100) 32 (45.7) 35 (50.0) 6 (8.6) 16 (22.9) 16 (22.9) 28 (40.0) 2 (2.9) 9 (12.9) 13 (18.6) 2 (2.9)

３００人以上 19 (100) 7 (36.8) 9 (47.4) 3 (15.8) 5 (26.3) 3 (15.8) 5 (26.3) 0 (0.0) 2 (10.5) 7 (36.8) 1 (5.3)

建設業 72 (100) 32 (44.4) 31 (43.1) 2 (2.8) 15 (20.8) 10 (13.9) 29 (40.3) 2 (2.8) 8 (11.1) 16 (22.2) 5 (6.9)

製造業 134 (100) 48 (35.8) 51 (38.1) 11 (8.2) 18 (13.4) 21 (15.7) 65 (48.5) 4 (3.0) 14 (10.4) 28 (20.9) 6 (4.5)

電気・ガス・熱供給・水道業 12 (100) 5 (41.7) 1 (8.3) 0 (0.0) 2 (16.7) 2 (16.7) 5 (41.7) 0 (0.0) 3 (25.0) 0 (0.0) 1 (8.3)

情報通信業 12 (100) 3 (25.0) 2 (16.7) 0 (0.0) 1 (8.3) 1 (8.3) 7 (58.3) 0 (0.0) 2 (16.7) 1 (8.3) 0 (0.0)

運輸業 28 (100) 16 (57.1) 12 (42.9) 3 (10.7) 6 (21.4) 6 (21.4) 17 (60.7) 0 (0.0) 1 (3.6) 3 (10.7) 0 (0.0)

卸売業・小売業 73 (100) 27 (37.0) 24 (32.9) 5 (6.8) 13 (17.8) 17 (23.3) 39 (53.4) 2 (2.7) 4 (5.5) 20 (27.4) 3 (4.1)

金融業・保険業 4 (100) 4 (100.0) 3 (75.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (25.0) 0 (0.0)

宿泊業・飲食サービス業 11 (100) 2 (18.2) 3 (27.3) 0 (0.0) 4 (36.4) 2 (18.2) 6 (54.5) 0 (0.0) 1 (9.1) 2 (18.2) 0 (0.0)

医療・福祉 19 (100) 7 (36.8) 7 (36.8) 4 (21.1) 6 (31.6) 7 (36.8) 9 (47.4) 2 (10.5) 1 (5.3) 4 (21.1) 1 (5.3)

教育・学習支援業 13 (100) 8 (61.5) 7 (53.8) 3 (23.1) 3 (23.1) 0 (0.0) 6 (46.2) 1 (7.7) 1 (7.7) 3 (23.1) 0 (0.0)

サービス業 58 (100) 27 (46.6) 14 (24.1) 1 (1.7) 11 (19.0) 14 (24.1) 28 (48.3) 2 (3.4) 5 (8.6) 6 (10.3) 3 (5.2)

その他 17 (100) 6 (35.3) 7 (41.2) 1 (5.9) 6 (35.3) 1 (5.9) 8 (47.1) 1 (5.9) 3 (17.6) 2 (11.8) 0 (0.0)

※「その他」記述一部抜粋 → 「設備投資のための補助」「人の採用支援」など
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